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1はじめに

当社は､新・総合特別事業計画（H25.12.27）に基づく火力電源の新設計画において､資源

エネルギー庁策定の「新しい火力電源入札の運用に係る指針」（以下「入札GL」）に基づ

く入札募集を行うことといたしました。

その実施にあたり､入札GLに則り､当社が作成した「平成26年度卸供給入札募集要綱案」

（以下「要綱案(見直し前)」）に対する意見募集（RFC）を行うとともに､いただいたご意

見をできるだけ反映した要綱案（以下「要綱案(見直し後)」）を策定いたしました。

火力電源入札WGにおいて、要綱案（見直し後）と入札GLとの適合についてご確認をお願

いいたします。

○これまでの経緯

・要綱案(見直し前）に対する意見募集（RFC）

－合計167件のご意見等

4月21日～
５月20日

・要綱案（見直し前）の公表

・要綱案（見直し前）に関する事前説明会開催（参加者数：78社 157名）
4月21日

・平成26年度供給計画の変更届出

・入札募集実施の公表（プレス発表）

・当社ホームページに､火力電源入札専用サイトを開設

（http://www.tepco.co.jp/kaikaku/ipp/index-j.html）

平成26年
4月11日
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1．募集要綱案（見直し前）の概要



31-1．募集要綱案（見直し前）の概要（1/11）

当社が本年4月の入札事前説明会において公表した『平成26年度電力卸供給入札募

集要綱案』（以下、募集要綱案（見直し前））の概要は以下のとおりです。

※ 以下の表中下線部は平成24年度入札からの変更点。

•合計600万kW②募集規模

•年間契約基準利用率が「70％～80％」の高稼働火力電源

※既設設備、当社供給区域外設備、設備の一部、アグリゲーション
による応札も可能

③電源のタイプ

•15年を原則とし、10～15年間の間で選択④契約供給期間

•平成31年4月から平成36年3月の間（一括募集）①供給開始時期

（2） 募集する電源（第2章）

•落札者の決定H27年3月目途

•落札候補者の選定H27年1月目途

•入札募集受付期間（6ヶ月程度）
H26年6月下旬以降

～H26年12月目途

（1） 募集スケジュール（第1章）
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（3） 応札にあたり満たすべき条件（第4章）

• 再生可能エネルギーの導入の進展を踏まえた周波数調整力確保の観点から、出
力10万kW以上のガスタービンコンバインドサイクル発電設備については、基

本仕様である周波数調整機能を有すること。

※周波数調整機能および需給運用への参加については、入札評価の対象外。

※需給運用に参加する場合の扱いについては、別途協議。

⑦周波数調整機能
および

需給運用への参加

• 1,000ｋＷ以上（契約供給期間を通じて常時供給可能な最大電力）⑥契約最大電力

• 応札電源を一般電気事業者の送配電設備に新たに連系する場合、供給開始予定
年月に支障をきたさない時期までに系統連系が完了できること。

⑤系統アクセス

• 年間利用率が年間通告利用率から±10％まで調整可能であること。③利用率変動許容性

• 電気事業法、環境関連諸法令等の発電事業に関連する諸法令、技術基準等。

• 新たに設置される発電設備のCO2排出に関し、募集受付開始時点における『最
新のBAT参考表』にもとづく、適用可能な最善の技術の採用。

④遵守いただく基準

• 応札者自身が発電実績を有すること、または発電実績がある者の技術的支援が
あること。

②技術的信頼性

• 入札価格にCO2対策コスト・近接性評価を加減算した判定価格が、上限価格を
下回ること。【p.87参考資料1】
※より競争的な入札とするため、上限価格は非公表

※入札価格にCO2対策コストが含まれている場合は近接性評価のみ減算。

①入札価格

1-1．募集要綱案（見直し前）の概要（2/11）



51-1．募集要綱案（見直し前）の概要（3/11）

（4-1） 入札価格の算定［その1］（第5章）

• 石油石炭税等、可変費のうち使用燃料の価格変動に連動しない費用
③燃料関係諸経費

• 人件費、修繕費、薬品費、その他経費、一般管理費運転維持費

資本費

CO2対策

費用

系統アクセ

ス費用

• 償却費、財務費用、固定資産税

①
固
定
費

• 使用燃料の価格変動に連動する費用

• 2013年（平成25年）1月から12月までの期間における燃料価格および為替レートの

水準を前提として算定（上限価格も同様）

②燃料本体費

• CO2排出係数が基準排出係数（ 0.000550t-CO2／kWh）を上回る場合、以下から

対応を選択。
(イ)当社が調整（当社が当社CO2排出係数と一体的に調整）

－入札価格にはCO2対策費用を含めない（調整費用は評価上別途加算）

(ロ)応札者が調整

－入札価格にCO2対策費用を含めて算定

※(イ)の場合、評価上使用するCO2対策費用は、国際エネルギー機関（IEA）による

『World Energy Outlook (WEO)2013』による想定値をもとに算定した「1,992円
／t-CO2(15年間の場合)」とする（上限価格も同様）。

• 応札電源を連系する一般電気事業者との系統連系に要する工事費（電源線等工事

費）は、資本費に算入
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• 運転維持費、燃料関係諸経費に適用するエスカレーション率は一律0%と

する。

• 燃料本体費については、｢石炭｣ ､ ｢原油｣ ､ ｢米国天然ガス｣の3つの指標か

ら選択・合成により、それぞれの指標を適用する費用の割合による合成

比率を算定しエスカレーション補正をしていただく。

※供給開始予定年月に係わらず、エスカレーション評価の基準は2020
年（平成32年）4月とする。

表：燃料指標と価格変動率

【p.88参考資料2】

④エスカレーション

（4-2） 入札価格の算定［その2］（第5章）

1.9％／年5.7％／年米国天然ガス

1.3％／年1.9％／年原油

0.5％／年4.5％／年石炭

2020年～2013～2020年

1-1．募集要綱案（見直し前）の概要（4/11）



71-1．募集要綱案（見直し前）の概要（5/11）

• 以下の算式で評価価格を算定し､安価なものから順位付け（当社区域内の場合）。

※当社以外の一般電気事業者に連系する場合、「振替供給にともなう料金」ならび

に「振替損失率」を加味。

• 評価価格が同値の場合、以下の非価格要素を①から③の順に考慮し順位を決定。

① 環境枠有りまたは地元自治体同意済みのもの

② 平成31年4月から平成36年3月のうち営業運転開始が早いもの

③ ①、②を考慮しても順位が決定しない場合は、計画の確実性等を総合的に判断

②評価方法

• 順位が上位のものから累計して募集規模（600万kW）に達するプロジェクトまでを

落札候補者として選定。

• 評価報告書案を中立的機関に提出し、了承いただいたのちに落札者として決定。

③落札者の決定

•入札締切後、公証人立ち会いの下で一斉に開札し、封緘されていることおよび入札

書類が揃っていることを確認。

①開札

「評価価格(円/kWh)」 ＝ 「判定価格」 ＋
電源線等以外工事費

(一般負担分)

（5） 評価方法と落札者の決定（第7章）



81-1．募集要綱案（見直し前）の概要（6/11）

（6-1）主な契約条件①（第8章）

• 当社は、電力需給・設備状況または落札電源の経済性等の必要性に応じて､年間通告電

力量から「契約最大電力×8760時間×10％」の範囲で変更通告（増減）を可能とする。

【p.90、91参考資料3-2、3-3】
※ 変更を行う期限は、原則として、週間計画策定段階（実受給の前週）の1日前。

※ 年間供給可能電力量を上回る通告変更は行わない。

②変更通告

• 契約履行の担保として､契約保証金を預託（契約最大電力1kWあたり5,000円）。③契約保証金

• 落札電源（応札分）は、当社からの通告に従い送電。

• 年間通告電力量【p.89参考資料3-1】
1．落札者は、毎年、翌年度以降の4年度分の停止計画（定検等の作業停止）を当社に

提出。このうち翌年度の停止計画については当社の承認により確定。

2．翌年度の「停止計画」および契約運転パターンにもとづき、機械的に「年間供給

可能電力量」を当社が算定。

3.「年間供給可能電力量」を上限とし、特定期間の平均が「年間契約基準電力量」と

イコールとなるよう、翌年度の「年間通告基準電力量」を当社が算定。

4．当社は、電力需給・設備状況または落札電源の経済性等の必要性に応じて､「年間

通告基準電力量」から「年間許容通告調整電力量（＝契約最大電力×8,760h×
20％）」を限度として年間通告基準電力量を減少させることができる。この場合、

当社は落札者に対して、理由を説明するとともに利用率低下補正を行う。

5．「年間通告基準電力量」に4．を反映した電力量を「年間通告電力量」とする。

①通告運用



91-1．募集要綱案（見直し前）の概要（7/11）

（6-2）主な契約条件②（第8章）

• 基本料金：資本費と運転維持費の合計（年額の1/12を毎月支払い）

－資本費…入札時の年度別価格で固定。ただし､受給開始日までに以下の補正を実施｡

①電源線等工事費変動額（落札者・NSC間）の精算

②基準金利変動補正（選択制）

③土木建築工事費物価補正（選択制）

－運転維持費…入札時の年度別価格を基本とし､受給年度毎に物価変動率により調整

• 電力量料金：燃料本体費単価と燃料関係諸経費単価の合計

第1種単価（当社通告に対応した電力に適用）

：入札時の毎年度可変費（受給開始後、燃料指標にて調整）

第2種単価

：第1種単価×0.75（契約最大電力による通告時における超過電力）

第3種単価

：第1種単価×0.5（契約最大電力での通告時以外における超過電力）

※許容バンド：計量の単位毎(30分)に、契約最大電力の3％以内の超過は第1種

（AFC機能使用時の扱いは、電力システム改革を踏まえ別途契約）

④受給料金

（二部料金制）

【p.92参考資料4】
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• 発電不足（通告未達、事故停止等）に対するディスインセンティブとして、ペ
ナルティ制度（通告未達割戻料金、停電割戻料金、超過停止割戻料金）を設定。

【p.94～96参考資料5】

《当社の通告不足に対するペナルティ制度（年間未達通告補償料金）》

－電力需給上等の事由により、通告電力量を年間計画電力量に対し許容枠
（「契約最大電力×8,760時間×10％」に相当する電力量）を超える減少とし
た場合は、その未達電力量（マイナス10%を超える減少分）に対し、第1種料
金単価を乗じて得た金額を補償。

⑤発電不足時の

ペナルティ等

• 契約締結後、やむを得ない事由が生じた場合には、原則として12ヵ月を限度と

し、供給開始予定年月を変更（前倒し／繰り延べ）することができる。
⑧供給開始予定年月

の変更

• 契約締結後、やむを得ない事由が生じた場合で、相手方の合意を得た場合には、
契約を解約できる。この場合、解約の申し出をした一方は、相手方に対し補償
を行う。

※供給開始日以降の解約については、7年前までに申し出るものとする。

⑨合意による解約

• 受給開始後、CO2排出係数の実績を毎年度報告いただく。

• 入札時に選択した調整方法により、必要に応じて排出係数を調整。

⑦CO2係数の扱い

• 供給開始（営業運転開始）に先立ち、建設試運転を行うことができる。

• 建設試運転にともない発生する電力については、原則として第1種料金単価に
よる購入とし、IPP契約とは別途契約により受給。

⑥建設試運転の扱い

（6-3）主な契約条件③（第8章）

1-1．募集要綱案（見直し前）の概要（8/11）
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• 落札者または当社が解約または解除を行う場合、原因者は補償等を行う（免責要
件あり）。

• ただし、供給開始後に解約または解除を行う場合で双方が合意した場合は、補償
によらず、当社が落札者の発電設備を買い取ることを可能とする。

※これにより、受給継続の信頼性を高めることし、子会社・合弁会社による場合の
連帯保証状の差し入れを不要とした。

⑪契約の解約ま
たは解除に対す
る補償

• 相手方が次の事項に該当する場合は、相手方の原因として契約を解除できる。⑩契約の解除

1-1．募集要綱案（見直し前）の概要（9/11）

（6-4）主な契約条件④（第8章）

相手方が、倒産手続きの開始の申し立て、または解散の決議を行った場合

契約にもとづく取引に関する適用法令に違反した場合で、催告後も当該違反行
為を改めない場合

契約にもとづく金銭債務の履行が行われない場合で、催告後も当該支払が行わ
れない場合

当社が、系統連系設備の建設あるいは運営を放棄した場合で、催告後もその状
態が解消されない場合

落札者が、発電設備の建設あるいは運営を放棄した場合で、催告後もその状態
が解消されない場合

落札者が、供給開始予定月までに供給開始しない場合

供給開始後、特定期間における年間供給可能電力量の平均値が、年間契約基準
電力量を下回る場合で、その状態が是正される見込みがない場合

上記の他、相手方が、契約の遵守を著しく怠った場合で、催告後も履行しない
場合



121-1．募集要綱案（見直し前）の概要（10/11）

• 不可抗力事由により、権利義務の履行の全部または一部が出来なくなった場合で、
以下の場合は、いずれの責めにもよらず、一切の補償を要することなく解約できる。
ただし、双方が合意した場合には、当社が落札者の発電設備を買い取ることも可能
とする。

 双方協議の結果、復旧の見通しが得られない場合

 不可抗力事由発生の日から12ヵ月以上にわたり不可抗力事由による契約の履行

不能状態が継続し、その状態の解消が見込めないと判断した場合

• 上記の場合以外は、不可抗力事由による影響を受けた一方は、復旧に向けた合理的
な一切の手段を講ずる義務を負う。

⑫不可抗力

• 年間供給可能電力量が年間通告電力量を上回る場合で、当社が変更通告（増）を行
わなかった場合、その差分を「発電余力」として当社以外への販売が可能。

• 発電余力を当社以外に販売したことにより、当社からの通告に対する未達が生じた
場合で、その未達発生事由が、落札者の故意または重大な過失によることが判明し
た場合には、「余力活用補償料金」を申し受ける。

余力活用

（6-5）主な契約条件⑤（第8章）

（7）発電余力の活用（第9章）



131-1．募集要綱案（見直し前）の概要（11/11）

失 敗

成 功

前回落札者の

再応札の結果

当社が契約を解除可能

（解除時の補償は免責）

前回落札者が契約を解除可能
（解除時の補償は免責）

前回落札者または当社の対応

• 前回入札の結果、落札規模が募集規模に未達となったが、前回入札の募集要綱では、

これを想定した規定をしておらず、落札の位置づけが曖昧なものとなった。

• このため、当社は前回入札に続く平成26年度入札について、前回入札における不足

分の再募集との位置づけを兼ねて実施することとし、前回入札における落札者につ

いては、下表の取扱いを条件として、前回入札において落札した発電設備により平

成26年度入札に再応札することを認めることとした。

• なお、要綱案第10章（3）①の通り、平成26年度入札では、落札規模が募集規模に未

達となった場合であっても、爾後の入札は再募集との位置づけとなしないことを明

確化しており、上記の扱いは平成26年度入札のみに限定。

②前回入札にお

ける落札者の扱

い

• 平成26年度入札募集の結果、落札規模が募集規模に満たなかった場合であっても、

爾後の入札については、再入札としては実施しない。

①落札規模が募

集規模に対し未

達となった場合

の扱い

（8）その他（第10章）



141-2．社内情報遮断ルールについて①

カスタマーサービス・カンパニー・プレジデント（以下「CSCプレジデント」）

を総括責任者とし、上限価格設定業務従事者を指名・限定。指名を受けた者は、
規程の遵守について誓約書を提出。

社内ルールについての実効性
はあるか、また、その内容は
適切か（例えば入札実施部門
が火力部門との情報のやりと
り（メール等）を行う場合、
必ずCCに管理職を入れる等

のルールになっているか）

上限価格は、社長以下の執行役が参加する執行役会（火力部門（ﾌｭｴﾙ&ﾊﾟﾜｰ・ｶﾝ
ﾊﾟﾆｰ）の執行役は退席）において基本方針の承認を得たのち、CSCプレジデント

決裁により単価を決定。

また、上限価格の決定の時期は中立的機関への提出間近とし、情報漏洩の可能性
を極小化。

上限価格を決定する際の取締
役会等に、火力部門の役員等
が出席するか、出席する場合
の措置は適切か

《情報管理に関する規定》

電子データは、上限価格設定業務に従事する役職員のみがアクセス可能な共用
フォルダに保存

電子メールやその他の電子的な記録媒体・方法により電子データの持ち出しが
必要な場合は、目的、相手先、情報の種類について情報管理責任者（部長級）
の事前承認を得て実施

情報・資料の印刷は、機密印刷（パスワード管理）が可能なプリンタを使用

紙媒体資料は、離席時には鍵付きキャビネットなどで常時施錠し保管

入札実施部門の執務室は、施錠管理等のうえ入退室を管理・制限

入札書類の目的外使用を禁じた既存の社内共通の規程（イントラネット上で社内

公開・周知）を改定し、公共工事の発注事務に係る「発注者綱紀保持規定（国土

交通省大臣官房官庁営繕部策定）」も参考に、新たに①上限価格設定ルール、②

火力部など社内他部門との情報遮断について追加規定（参照：次スライド）。

情報管理についての社内ルー
ルは定めているか、またその
周知方法は適切か

当社対応事務局論点

第5回入札WG（6月24日）において事務局から論点が示された、社内情報遮断等の措置につい

ての実効性・適切性に関する具体的な審査ポイントに対する当社社内規程方針は以下のとおり。



151-2．社内情報遮断ルールについて② （イメージ図）

経営会議
(火力発電担当役員は退席）

入札募集業務従事者

当社役職員

入札実施部門以外

入札実施部門

不当な
働きかけ
の禁止

情報管理総括責任者
(CSCﾌﾟﾚｼﾞﾃﾞﾝﾄ)

HD

指
名

情報管理責任者
他CSCFPCPGC

情報
漏洩

の禁止 社
内
規
程

社外者（FPCｱﾗｲｱﾝｽ含む）

上限価格設定の
基本方針付議

応札

承
認

上限価格策定従事者
上限価格設定に
関する参考情報
に限定し提供
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2．RFCでいただいたご意見の概要と

当社の考え方（ご回答）



172-1．RFCでいただいたご意見の概要

RFCでは167件のご意見等をいただき、主な項目と内容は下表のとおり。このうち42件を要綱
案、標準契約書案に反映することといたしました。（詳細「参考資料4 RFCに対する回答｣）

次スライド以降で、主なご意見等の中から､入札GLに係るものを中心に、当社の考え（回答）､

要綱案での扱いをまとめましたので､適合性の観点からご確認をお願いいたします。

入札価格他

上限価格 4上限価格の前提諸元の公開
（2）価格

12エスカレーション指標の追加

22金利補正、建設費補正の対象拡大金利・建設費補正

解約・解除、その
他

停電ペナルティ等 8停電、停止時等のペナルティ緩和

周波数調整機能具備の要件化・経済運用（利用率変動許
容性）の要求条件の緩和、系統アクセスの公平性確保

募集期間、契約供
給期間

その他

8募集期間の延長、契約供給期間の長期化、短期化

167総 数

11

67

8

27

件数

前回落札者の再入札に関するご意見

解約・解除時の補償金（上限価格との差異）の想定、補償
免責事由の拡大

追加供給余力創出へのインセンティブ付与

主なご意見等

（5）その他

（4）契約

条件

（3）運用

（1）ｽｹｼﾞｭｰﾙ

・入札条件

項目



182-2．主なご意見ならびに当社回答（1/13）

LNG火力による応札も含めて、より

多くの参加者による競争的な入札を
実現するため、ご意見を踏まえ、入
札募集受付終了を「平成27年3月目

途」に変更いたします。

⇒募集期間：12ヶ月程度

他社との共同事業で応札
を検討している場合、検
討期間をふまえて、入札
募集受付時期を延長して
いただくことはできない
か。

[計4件：№1~4]

RFC開始：H26.4.21
入札開始：H26.6下旬
~
入札締切：H26.12目
途

[要綱案1章]
⇒募集期間：8ヵ月強
(前回入札では6ヶ月)

募集期間はRFC
募集期間を含め
概ね6ヵ月程度
が目安

[p.6]

募集
期間

入札GL項目 当社回答（ご意見反映）ご意見要綱案(見直し前)

（1）スケジュール・入札条件関係

募集期間について、大規模募集に対する事業検討（事業スキーム、資金調達）に時間を要する

こと、また他電力入札との輻輳などを理由として、延長に関するご意見をいただきました。

当社は、前回入札の反省も踏まえ予め募集期間を長めに設定しておりましたが、できるだけ

多くの応札を期待し、募集期間を延長いたします（供給開始時期の見直しはいたしません）。

契約供給期間について、要綱案では15年間を原則とし10～15年間で選択可能としておりまし

たが、5年間あるいは30年間も選択可能とすべきとのご意見をいただきました。

当社としては、将来の電力需要動向等、当社事業環境の変化が想定されるため、募集規模の

電源を超長期にわたる固定的な運用の確約は困難と考える一方、短期であっても安価であれば

当社メリットが見込めるため、短期化提案のみを反映し契約供給期間は5~15年間で選択可能

といたします。

ご意見反映



192-2．主なご意見ならびに当社回答（2/13）

将来の電力需要動向、発電設
備の技術革新、電力市場の状
況、燃料価格の状況等、当社
事業を取り巻く環境の変化が
想定されるため、契約供給期
間の上限は15年間といたしま

す。

30年間も可能とすべき。

[計3件：№10~12]

上限価格を下回る電源であれ
ば、当社にとってはメリット
があることから、供給期間は
5年～15年間といたします。

5年間も可能とすべき。

[計1件：№13]
原則15年間とするが、
10~15年間の期間で選

択可能

[要綱案2章(4)]

15年間を原則と

しつつ、応札者
の希望があれば
15年未満又は15
年を超える期間
の応札も可能と
する

[p.8]

供給
期間

入札電源についても当社の経
済運用に従っていただく必要
があり、入札GLでも利用率
変動許容性(±10%)が応札の

最低条件とされているため、
入札条件としては適正水準と
考えております。

また、余力活用も可能である
ことから、落札者への影響は
緩和されると考えております。

利用率変動許容性が応札
の最低条件となっている
が、電源単体で対応せざ
るを得ない応札者にとっ
ては当該条件が障壁とな
り得るため、利用率の変
動条件を変更したうえで
加点評価にとどめるべき。

[1件 №25]

年間通告電力量から、
契約最大電力に8,760時
間を乗じて得た電力量
の±10%の範囲で調整

可能であることとしま
す。

[要綱案4章(3)]

応札の最低条件

④年間利用率が
基準利用率から
±10%まで調整

可能であること

[p.11]

利用
率変
動許
容性

入札GL項目 当社回答ご意見要綱案(見直し前)

（1）スケジュール・入札条件関係（つづき）

ご意見反映



202-2．主なご意見ならびに当社回答（3/13）

入札GLに則った設定

としており、当社とし
ても、NW利用の公平

性の観点からは、優先
期間は、極力短期間と
することが望ましいと
考えております。

随時最新のものを公開
しております。

(直近では6/20更新)

系統状況について公開されてい
る情報が更新されていないが、
事業予見性を高めるためにも接
続検討の対応が可能な時期まで
に最新の情報に更新をお願いし
たい。

[1件 №29]

備考(*9)にて当社

ウェブサイト（系
統情報）をご案内

[要綱案4章(5)]

電源の系統への連系
可能容量、電源線敷
設及び系統増強に係
るコスト及び工期に
ついて、発電事業者
に対する十分な事前
の情報公開・開示が
必要 [p.6]

系統
アク
セス

募集開始から応札締め切りまで
の間にPPS参入等により、想定よ
りも系統アクセス工事費用が高
額になる可能性がある為、応札
締切日より前に優先期間の始期
を設定していただきたい。

[1件 №35]

応札者以外の接続検討
や接続供給申込への影
響は最小限となるよう
努めますが、接続検討
期間が標準検討期間を
超過する場合等には、
超過する前にご説明い
たします。

応札評価検討が優先される結果
として応札者以外の系統利用者
における接続検討申込や接続供
給申込等の扱いが停止する期間
が著しく長期化したり、接続検
討の検討期間が標準検討期間(3
ケ月)を著しく超過するようなこ

とにならないよう十分に配慮願
いたい。 [1件 №32]

(*14)応札締切日か

ら落札者の決定ま
での間は、応札者
の電源設備の系統
アクセス工事費用
を算定する作業を
行うため、応札者
以外の者からの接
続検討の依頼や接
続供給申込みに対
して、これを優先
させる

[要綱案4章(5)]

応札締切日から落札
者の決定までの間は、
入札実施会社が、応
札した発電事業者の
電源の系統アクセス
コストを算定する作
業を行うため、応札
した発電事業者以外
の者からの接続検討
の依頼や系統アクセ
ス申込みに対して、
これを優先させるこ
と

[p.16~17]

入札GL項目 当社回答ご意見要綱案(見直し前)
（1）スケジュール・入札条件関係（つづき）



212-2．主なご意見ならびに当社回答（4/13）

（1）スケジュール・入札条件関係（つづき）

募集要綱に記載した要求
性能は、基本性能として
備わっており、改めて機
能を追加する類のもので
はないと考えております。

今後の状況変化も考慮し
て、追加費用が生じない
範囲として設定しており
ます。

周波数調整機能に関す
る契約を締結すること
がなかった場合、機能
付加により過剰な設備
となるおそれがあり、
石炭火力で応札する事
業者とLNG火力で応札

する事業者の間で不公
平な扱いとなることか
ら、機能要求や費用負
担、入札価格の評価等
の点で条件の統一(周波

数調整は必要な際に、
改めて募集する等の対
応も含む)を要望。

[1件 №37]

①発電設備の周波数調整機能
に対する要求性能等

・落札者決定後、別途協議

②需給運用方法、電力量料金
算定方法および需給運用参
加に伴う対価等の扱い

・電力システム改革の制度設
計が示された後に別途協議

③この入札における扱い

・周波数調整機能および需給
運用への参加については、
この入札の評価対象外

・②の内容について、落札後、
電力受給契約書とは別に契
約を締結

[要綱案4章(7)]

入札実施会社は、
将来の需給運用
を考慮し、ELD運
転を含む需給運
用への参加可否
の項目を入札要
綱に設けること
を可能とするが、
その理由につい
て説明すること

[p.7]

周波数
調整機
能

入札GL項目 当社回答ご意見要綱案(見直し前)



222-2．主なご意見ならびに当社回答（5/13）

（1）スケジュール・入札条件関係（つづき）

入札WGにおいて、入札

募集要綱にもとづいた評
価が行われていないとさ
れた場合は、当社は再評
価を行うことから、落札
者として確定した時点で、
速やかにお知らせいたし
ます。

落札候補者の決定か
ら落札者の決定まで
の期間で準備等を進
めるため、落札候補
者に決定した時点で
通知していただきた
い。

[1件 №56]

落札候補者を選定後、当
社は、評価報告書案を火
力電源入札ワーキンググ
ループに提出いたします。
そのうえで、火力電源入
札ワーキンググループが
入札募集要綱にもとづい
た評価が行われていると
認めた場合には、落札候
補者を落札者として決定
いたします。

[要綱案7章(5)]

入札実施会社が入札要綱
に基づき応募案件を評価
し、落札者を決定するが、
入札実施会社は評価報告
書案を落札者の公表前に
中立的機関に提出し、中
立的機関が入札要綱に基
づいて評価が行われてい
ないと認めるときは、入
札実施会社は再評価を実
施する。

[p.15]

落札候
補者の
選定通
知

入札GL項目 当社回答ご意見要綱案(見直し前)



232-2．主なご意見ならびに当社回答（6/13）

上限価格の実際の算定に当た
っては、基本諸元を示した上
で、資本費、燃料費、運転維
持費に分けて算定した発電原
価に、系統アクセスコスト、
CO2対策コストを加えて設
定する。(事前に上限価格を

公表するか否かは、応札の見
込み等応札者間において競争
が十分に生じるかを踏まえ、
入札実施会社が選択できるも
のとする)

[p.9]

入札GL

上限
価格

項目

上限価格は、入札GLに基
づき、当社の過去の建設
実績コスト等を参考に設
定いたしますが、具体的
な内容については上限価
格が類推されぬよう回答
を差し控えさせていただ
きます。

（燃料費の基準、CO2対

策コスト等は要綱案に記
載済みです）

応札を検討するにあ
たり、上限価格非公
表への影響が出ない
範囲において、どの
ような前提で上限価
格を算出しているか
考え方の提示を要望。

[計2件：№17､19]

今回募集において、
当社は上限価格を非
公表といたします。

[要綱案4章(1)]

当社回答ご意見要綱案(見直し前)

（2）価格関係

上限価格の前提諸元の開示に対するご意見をいただきましたが、当社は今回入札では上限価

格を非公表とすることから、入札価格算定諸元と共通の諸元を除き、開示はいたしません。



242-2．主なご意見ならびに当社回答（7/13）

上限価格は、入札GLに基

づき当社の過去の建設実
績コスト等を参考に設定
し、既設流用の設備等は
適切に費用配賦いたしま
す。

なお、入札WGでは当社火
力発電部門が参画したSPC
等による案件については、
当社電力小売事業全体と
の費用配分等についても、
審査対象のひとつとなる
ものと思料しております。

東京電力(フュエル&パワ
ー・カンパニー)の包括的ア

ライアンス案件に関して既
存設備の全部又は一部を利
用する場合及び既設設備を
撤去する場合は、非アライ
アンス案件との公平性確保
の観点から上限価格に所要
のコストを含めるべきであ
る。

算定方法について予めルー
ル化し、募集要綱で公表し
た上で、落札候補者決定後
に入札WGで審査いただく

ことを要望。

[1件 №22]

規定なし上限価格の実際の算定
に当たっては、基本諸
元を示した上で、資本
費、燃料費、運転維持
費に分けて算定した発
電原価に、系統アクセ
スコスト、CO2対策コ
ストを加えて設定する。

[p.9]

上限
価格

入札GL項目 当社回答ご意見要綱案(見直し前)

（2）価格関係（つづき）



252-2．主なご意見ならびに当社回答（8/13）

今回入札では、シェー
ルガスなどヘンリーハ
ブ価格に連動した安価
なLNGによる案件につ
いても高稼働電源の応
札も期待しております。

シェールガスは貿易統
計による実績・見通し
の把握ができないため、
シェールガスを含む米
国天然ガスの代表銘柄
であるヘンリーハブ指
標を採用いたしました。

また、WEO2013によ
れば米国天然ガスの価
格は将来的に大きな上
昇が見込まれているこ
とから、エスカレーシ
ョン評価をあわせて採
用。これに伴い他の燃
料についても、同様の
エスカレーション評価
を採用いたしました。

前回の入札要綱で
はなかったが、今
回(補記：エスカレ
ーションを)採用し
た理由をご教示願
います。

[1件 №49]

⑤エスカレーション

(ⅱ)燃料本体費に適用する合成比率
とエスカレーション率

・以下の3つの指標から、適用する
費用の割合により合成比率を算定
し、その合成比率により適用する
エスカレーション率を算定

・エスカレーションの基準は、2013
年(暦年)

[要綱案5章(1)]

燃料費について
は、為替レート
や世界規模での
需給状況等に大
きく左右され、
予測が難しいこ
とから、上昇率
については入札
実施会社と同様
の諸元を用いる
ことを原則とす
る。

[p.13]

入札
価格

入札GL項目 当社回答ご意見要綱案(見直し前)

（2）価格関係（つづき）

1.3%/年1.9%/年原油

1.9%/年5.7%/年米国天然
ガス

0.5%/年4.5%/年石炭

2020年度
以降

2020年度
まで



262-2．主なご意見ならびに当社回答（9/13）

契約供給期間や年間契約
基準利用率の選択は応札
者のご判断によるものと
考えておりますので、契
約供給期間および年間契
約基準利用率の違いによ
る評価上の補正は行ない
ません。

なお、上限価格は非公表
といたしますので、算定
緒元の開示も差し控えさ
せていただきます。

（燃料費の基準、CO2対

策コスト等は要綱案に記
載済みです）

契約供給期間、年間
契約基準利用率が異
なる場合には評価価
格を補正する方が適
切なのではないか。

あるいは、補正がな
い場合には、上限価
格算定にあたり前提
とした契約供給期間、
年間契約基準利用率
について開示すべき
である。

[1件 №55]

次式により評価価格を算定し、評
価価格が安価なものから順位を決
定

①当社系統に直接連系する場合

評価価格＝判定価格＋電源線等
以外工事費

②当社以外の一般電気事業者の系
統に連系する場合

評価価格＝判定価格/(1－振替
送電損失率) ＋振替
供給に必要な料金

[要綱案7章(2)]

提出された提
案書の評価は、
可能な限り具
体的、客観的、
定量的な基準
により設定さ
れた応札条件
及び評価項
目・基準によ
り実施される
必要がある。

[p.11]

評価
価格

入札GL項目 当社回答ご意見要綱案(見直し前)

（2）価格関係（つづき）



272-2．主なご意見ならびに当社回答（10/13）

将来的な需要の減少や再生
可能エネルギーの大量導入
などによる需給変動、ある
いは燃料価格の大幅な変動
などに対しても、当社はお
客さまに安定的で経済的な
電気の供給を行うために、
落札電源を含む当社供給力
の最経済的な運用を実現す
る必要があります。

年間許容通告調整電力量に
より通告を減少する場合、
当社はその理由を説明する
とともに、その減少方法に
ついて、落札者と確認のう
え実施いたします。また、
利用率低下補正も行います。

ガスタービン設備の場合、
運転稼働率の低下は、起
動停止回数の増加に直結。
起動停止の際には、高温
部品に影響を及ぼし、部
品取替インターバルが短
くなる可能性。また燃料
消費量減少により、Take 
or Pay条項に抵触する可

能性。

年間通告電力量の年間通
告基準電力量からの変更
については、燃料調達や
追加コスト等の点で、支
障のない範囲での応札者
による努力義務とすべき
[計3件：№102､103､104]

当社は、電力需給状
況、電力設備の状況
および落札電源の経
済性その他の事情が
ある場合は、年間通
告基準電力量に対し、
契約最大電力に
8,760時間を乗じた
値の20%に相当する

電力量を限度とした
範囲内で年間通告電
力量を設定(減少)す
ることができるもの
といたします。

[要綱案8章(7)]

(a)応札の最低条件

④利用率変動許容性

年間利用率が基準利
用率から±10%まで

調整可能であること

[p.11]

利用
率変
動許
容性

入札GL項目 当社回答ご意見要綱案(見直し前)

（3）運用関係

年間許容通告調整電力量（▲20%）や、利用率変動許容性（±10%）などの通告運用の見直

しに関するご意見をいただきました。当社としては、経済的な電源運用により安価な電力
供給を行っていくため、入札による電源であっても、入札GLまたは中立的機関でご理解が

得られた範囲で、最大限当社が経済運用を行えることが必要であることから見直しは行い
ません。



282-2．主なご意見ならびに当社回答（11/13）

(a)応札の最低条件

④利用率変動許容性

年間利用率が基準利
用率から±10%まで

調整可能であること

[p.11]

入札GL

利用率
変動許
容性

項目

入札GLでも「利用率変
動許容性」として年間利
用率が基準利用率から
±10%まで調整可能であ
ることが応札の最低条件
とされており、利用率変
動許容性(±10%)は適正

な水準と考えております。

なお、当社が利用率変動
許容性にもとづく変更通
告を行わない場合、余力
活用を可能としており、
落札者への影響を緩和で
きるものと考えておりま
す。

IPP事業において不安定
な通告は事業性に大き
く影響を与えることか
ら、不感帯である10%
の幅を狭め、補償料金
を支払うべきである
(例：10%→5%に引き下
げるなど)

[1件 №66]

当社の電力需給状況・電
力設備状況等の理由によ
り、変更通告した場合の
通告電力量(変更後通告電
力量)の年間合計値が、当

該時間帯における通告計
画にもとづく電力量（変
更前通告電力量）の年間
合計値を下回り、その差
が契約最大電力に8,760時
間を乗じた値の10%に相
当する電力量を超えた場
合は、その未達電力量に
年間未達通告補償料金単
価を乗じた額を年度末月
の電力量料金にあわせて
お支払いいたします。

[要綱案8章(14)]

当社回答ご意見要綱案(見直し前)

（3）運用関係（つづき）



292-2．主なご意見ならびに当社回答（12/13）

上限価格について
は、応札締切日の
一営業日前日まで
に中立的機関(火力
電源入札WG)に算
定根拠となる資料
とともに提出しま
すが、次回以降の
入札募集への影響
も考慮し、公表い
たしません。

公平性の観点から
事後的に落札結果
について検証を行
うことが可能とな
るよう、また、今
後の電源投資への
参考としたく、手
続き上問題の無い
時点において上限
価格の算定根拠と
価格を公表してい
ただきたい。

[1件 №21]

今回募集において、当社は上限
価格を非公表といたします。

[要綱案4章(1)]

当社は、契約締結後、機器調達
に支障をきたすことのない適切
な時期に、次の項目を公表いた
します。

・卸供給を行う事業者名、場所

・供給開始年度

・年間基準利用率

・契約最大電力

・燃料種別

・契約価格の平均額と、当該平
均価格と上限価格のかい離率
(ただし、落札者が1社のみの

場合など、競争上問題となる
場合には公表いたしません｡)

[要綱案7章(5)]

(2)落札結果

落札者に係る情報として
は、卸供給契約締結後、
落札者の機器調達等に支
障をきたすことのない適
切な時期に、入札案件ご
とに入札実施会社が、以
下の内容について公表す
ることとする。

①卸供給を行う落札者名、
当該落札者の行う卸供給
の規模、運転条件、利用
率および燃料種

②卸供給の契約価格の平
均額と、当該平均額と上
限価格のかい離率（ただ
し、落札者が1社のみの

場合は、この限りではな
い）

[p.15]

落札
結果

入札GL項目 当社回答ご意見要綱案(見直し前)

（4）落札結果の公表関係

上限価格の事後公表についてご意見をいただきましたが、当社は次回以降の入札募集への
影響も考慮し、公表はいたしません。



302-2．主なご意見ならびに当社回答（13/13）

入札実施会社自ら
が応札しない場合
であって、上限価
格を事前に公表し
ない場合は、入札
実施会社の火力部
門が他社と提携し
て応札を実施する
ことも想定される
ことから、入札実
施会社は、上限価
格の漏洩を防止し
公正かつ有効な競
争を実現するため
に、その入札実施
部門と火力部門と
の間の情報遮断そ
の他必要な措置を
講じるものとする。

[p.5]

入札GL

自社
応札
の定
義

項目

入札GLでは、「自社応札
＝一般電気事業者(入札実
施会社)自らの応札」とさ

れております。また、本年
2月の入札GL改正により、
入札実施会社が自社応札し
ない場合、事前に上限価格
を公表するか否かは、入札
実施会社が選択可能となっ
たことから、当社として今
回入札では上限価格を非公
表とすることといたしまし
た。

なお、当社が参画したSPC
等による案件と当社電力小
売事業全体との費用配分に
ついては、火力電源入札
WGが、主要な審査対象の

ひとつとしてご審議いただ
くことで、ご懸念は解消し
ていただけるものと思料し
ております。

・東京電力は常陸那珂において
既に中部電力殿とSPCを組成
し応札をしており、常陸那珂
での案件を再応札するのであ
れば、自社応札と訂正すべき
である。

・新たに他社とSPCを組成して
応札する場合も同様に、自社
応札とし、東電出資SPCの上
限価格とし、上限価格を公表
すべきである。

・自社応札(SPCでの参画も含
む)をする場合、所謂、後出し

ジャンケンでない保証はある
のか。

・自社応札価格を低く設定し落
札した場合でも、貴社全体事
業のなかで負担することがで
きると想定され、あるいは後
日の会社全体の電気料金を変
更により吸収できる仕組みが
あり一般のIPP会社との間で不
公平が生じるのではないか。

[1件 №16]

当社は自社応札い
たしません。

[要綱案裏表紙]

今回募集において、
当社は上限価格を
非公表といたしま
す。

[要綱案4章(1)]

当社回答ご意見要綱案(見直し前)

（5）その他
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【参考】RFCでいただいたその他のご意見等

（火力入札ガイドライン対象外）



32【参考】入札GLに規定のない事項に関するご意見(1)

1発電場所内における複数の発電設備によ

る応札の場合については、発電設備毎の営

業運転開始時期を考慮し、発電設備毎に供

給開始日を設定することも可能とし、要綱

案の見直しをいたします。

なお、複数発電所のアグリゲーションによ

る応札の場合、系統アクセス検討上の競合

検討が発生した場合の公平な評価が困難な

ものとなるため、当該全ての発電設備が営

業運転開始となり契約条件を満たすことが

できる時点を供給開始日としてください。

供給開始までの間に個々の発電設備が営業

運転開始となる場合で、当社との間で入札

にもとづく電力受給契約とは別の個別相対

によるご協議・ご契約させていただく場合

の受給料金は、協議により決定するものと

いたしますが、例えば新設発電設備の場合

には、入札価格との整合を考慮し協議させ

ていただくことになります。なお、当社以

外に販売することも可能です。

以下の項目については、受給契約とは
別に締結することをご検討願います。

・複数の発電設備による応札の場合、
安価な電源を供給することを目的に、
個別の発電設備ごとに供給開始時期
を設定可能とすること

・もしくは当該全ての発電設備が営業
運転開始となるまでの間については、

個別に運開した設備は事業者が御社

も含め供給先を自由に選択すること

・供給開始時期を前倒しして御社に供
給する場合、ボーナスを事業者に与
えるなど、事業者にインセンティブ

が働く仕組み

[2件 №5､6]

規定なし供給
開始
時期

項目 当社回答ご意見要綱案(見直し前)

○ スケジュール・入札条件関連 ①

ご意見反映
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当社としましては、自社電源の代替電
源として安価な価格で長期契約ができ
ることが望ましいため、契約期間に渡
り安定して供給可能な契約最大電力に
より応札して頂きたいと考えておりま
す。

なお、経年に伴い出力低下が想定され
る場合、契約期間に渡り維持可能な契
約最大電力の設定、または保守メンテ
ナンスや設備更新による経年劣化対策
の織り込みなど、応札者のご判断によ
る対応を前提とした契約最大電力の設
定をお願いします。

コンバインドサイクルプラント
は、経年的な性能劣化にともな
う出力低下が発生することから、

契約最大電力は期間を区切る形
(年度毎など)で、当該期間毎の
「供給可能最大電力」を設定す
る等の検討を要望。

[1件 №14]

契約最大電力は、発電設備
の点検等の期間を除き、契
約供給期間を通じて常時供
給可能な最大電力とする。

[要綱案3章(1)]

契約
最大
電力

項目 当社回答ご意見要綱案(見直し前)

○ スケジュール・入札条件関連 ②

【参考】入札GLに規定のない事項に関するご意見(2)



34【参考】入札GLに規定のない事項に関するご意見(3)

関東地方において
は、首都直下地震
等の蓋然性が高い
ことから、今回の
募集においては、
地震リスク、津波
リスクに対して、
国・自治体等の公
的機関が公表して
いる情報を踏まえ、
立地点における影
響が最も大きい地
震・津波を考慮す
ることとしており、
発電所単体の耐震
性能は確保できて
いるものと考えて
おります。

～次スライドに続
く～

政府は「国土強靱化／ナショナルレジリエンス」に取り組み。

この取り組みの中で、電力システムの強靭化は、国内のあらゆ
る社会経済活動が深刻な被害を被ることから、とりわけ重要な
最重要課題の一つ。

昨年十二月の国土強靱化政策大綱には、「エネルギー全体とし
ての需給構造の強靱化を目指し、中長期のエネルギー需給の動
向や国内外の情勢、沿岸部災害リスクも踏まえ、地域間の相互
融通を可能とする全国のエネルギーインフラや輸配送ネットワ
ークの重点的対策、電源の地域分散化の促進、国産エネルギー
の確保（メタンハイドレートや熱活用等）を含む国内外の供給
源の多角化・多様化についての検討を推進する。」と記載。

今回の入札に関連する項目としては「電源の地域分散化の促
進」がとりわけ関連し、新規の発電所立地については、直接的
な「地震」のみならず、「津波」や「液状化」が懸念される様
な「高リスクの地域」（想定被災地内の沿岸部）ではなく、そ
れ以外の地域に立地する事の有益性を加味した調達が行われて
いくべきである、と言う事が、強靭化方針から演繹される方向
である。

ついては、今回の、首都直下地震や南海トラフ地震の影響を受
ける地域に立地する可能性のある入札においては、この国土強
靱化の取り組み方針を十二分に勘案すべき。

そうした事態が生ずるリスク（「発生確率×発生時の被害の大
きさ」の積）が最小化されるような調達が行われるべきである
と考えます。

～次スライドに続く～

・入札価格は電源
対応とし、これに
応札者があらかじ
め知ることができ
るCO2対策コス

トおよび需要地近
接性評価を加算・
減算して得た判定
価格が、上限価格
を下回るものとす
る

・応札にあたって
は、電気事業法、
計量法および環境
関係諸法令等の発
電事業に関連する
諸法令を遵守して
いただきます
[要綱案4章(1)、
(4)]

耐震設
計等

項目 当社回答ご意見要綱案(見直し前)
○ スケジュール・入札条件関連 ③



35【参考】入札GLに規定のない事項に関するご意見(4)

また、液状化に
ついては、確保
すべき耐震性を
考慮の上、液状
化判定結果を踏
まえ、設計を実
施していただく
ものと考えてお
ります。

一方、電力シス
テム全体の強靱
化につきまして
は、国・自治体
等の議論を踏ま
え、当社として
も適切に対応し
て参りたいと考
えております。

～前スライドよりつづき～

（方法１）

あらゆる事象を想定しつつ、下記の「社会的災害リスク：ＸＰ」
（下記定義のＸとＰの積）の値を評価し、落札案件選定において
考慮されることが、最も政府の強靭化の取り組みと親和性

Ｘ：当該火力電源が、地震時に機能不全となった場合の社会的経
済的損失

Ｐ：上記Ｘが生ずる確率

ついては、「社会的災害リスク：ＸＰ」を、入札募集要綱のp13
で定義されている「判定価格」の分子から「差し引く」。

（方法２）

「需要地近接性評価」の数値を調整する方法を採用し、それぞれ
の地域毎の「社会的災害リスクＸＰの概算値」を予め算定し、そ
の値で、現状の「特定地域において0.32円／kWh差し引く」とい

う水準を調整。

以上に加えて、「応札にあたり満たすべき要件」の「耐震設計」
のの基準において、液状化対策を考慮することが必要。また、動
的解析におきます入力地震動につきましては、それぞれの発電所
立地で想定されている入力ベクトル（長期地震動も考慮）を用い
ることが必要。

以上が考慮されていなければ、液状化による毀損リスクが拡大す
るのみならず、それぞれの発電所立地場所で想定される地震動が
考慮されず、破壊されるリスクが増大。

[1件 №23]

耐震設
計等

項目 当社回答ご意見要綱案(見直し前)
○ スケジュール・入札条件関連 ④



36【参考】入札GLに規定のない事項に関するご意見(5)

国・自治体等の公的機関が公表してい

る最大クラスの地震・津波を考慮し、

地震対策、津波対策を施すことを応札

の要件としております。

首都直下型地震が差し迫った今日、

応札にあたり満たすべき条件では地

震対策、被災後の回復所要時間も重
要な判断要素とすべきである。

[1件 №28]

別法人が設置・所有する燃料供給設備

等については、当該設備が遵守すべき

法令・基準等に従い設計をお願いいた

します。なお、別法人が設置・所有す

る燃料供給設備等が、法令・基準等に

従っておらず、燃料供給が途絶えた場

合の未達リスクについては、落札者に

負っていただくものと考えております。

応札者に燃料を供給する燃料供給設

備等の設置・所有者が、応札者と別

法人の場合には、別法人が設置・所

有する燃料供給設備等について、要

綱案に記載された耐震設計条件の対

象外となるのか。

[1件 №26]

・耐震設計：資源エネル

ギー庁が公表した「電気

設備防災対策検討会報告
(耐震性関係)(平成7年11
月24日)」に示される電

気設備の耐震性確保の考

え方にもとづく

・設計方法：JEAC3605-
2009「火力発電所の耐

震設計規程(平成22年3月、

社団法人日本電気協
会)」に準拠

[要綱案4章(4)]

耐震設
計等

項目 当社回答ご意見要綱案(見直し前)

○ スケジュール・入札条件関連⑤
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自社電源地点のリプレース案件が
応札してきた場合については、他
の応札者に不利益とならないよう
増分費用がかかる場合には出力按
分するなど公平に対応してまいり
ます。

公平性・透明性の観点から、リプレ

ース電源のタイムスタンプを所与と

は扱わない旨を入札要綱に明記をお
願いしたい。

[1件 №31]

同一系統に複数の事業者が

応札する等により新たな設

備対策が必要となる場合は、

応札締切後、工事費負担金
概算額(電源線等工事費(特定

負担分))および電源線等以外

工事費(一般負担分)の再算定

を行います

[要綱案4章(5)]

ご指摘の通り、リプレース電源お
よび既設電源の応札に係る系統上
のタイムスタンプについても、落
札できない場合には無効となりま
す。なお、この扱いについては入
札募集要綱P119「応札者が落札
できなかった場合等は、本接続供
給申込(入札時暫定)は無効となり
ます。」で明記されているものと
考えております。

応札に伴う接続供給申込が「暫定」

という位置づけなのは、落札できな

い場合には失効するというものと理

解。ネットワークの公平利用の観点

から、リプレース電源あるいは既設

電源の応札部分に係る系統上のタイ

ムスタンプについても、同様に落札

できない場合には失効することにな

ると理解しており、その旨を改めて
入札要綱ないしは託送関係のHPに
明記をお願いしたい。

[1件 №30]

応札にあたっては、接続検

討完了の後、応札にともな

う系統連系に関する申込み
(以下「接続供給申込(入札時

暫定)」といいます)をしてい

ただき、連系する供給設備

を維持・運用する一般電気

事業者の送配電部門が発行
する『接続供給申込(入札時

暫定)受領書』を入札書類と

して添付してください。

[要綱案4章(5)]

系統
アク
セス

項目 当社回答ご意見要綱案(見直し前)

○ スケジュール・入札条件関連 ⑥
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現在の電力利用協議会(ESCJ)ルー

ルに基づき提出してる長期利用計

画については、供給計画等を踏ま

え弊社として適切な登録を実施し

ております。今後新たな情勢変化

が発生した場合には、適切に容量

登録の見直しを実施してまいりま

す。

地域間連系線(東北・東京間)の容量見

直しは貴社の入札に参加する条件とし

て必要な措置であり、貴社にとっても

安価な電源を入札で得られるというﾒﾘ

ｯﾄにも繋がることから、将来電源によ

る本連系線の利用開始時期の想定を再

考頂き、先行登録されている枠につき

延期等の措置をお願いしたい。

[1件 №33]

当社以外の一般電気事業

者の系統に連系する場合、

一般社団法人電力系統利

用協議会が策定した電力

系統利用協議会ルールに

もとづき、当社は落札者

決定後、関連一般電気事

業者に対して、振替供給

(中継振替)の接続検討申

込、振替供給(中継振替)
申込など連系線等の利用

に関する手続きを行いま

す。

[要綱案4章(5)]

系統

アク

セス

項目 当社回答ご意見要綱案(見直し前)

○ スケジュール・入札条件関係 ⑦
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今回設定した周波数調整機能につ

いては機能具備して頂くことが前

提で、需給運用については別途協

議とさせていただきます。

落札後、電力受給契約書とは別に

契約を締結するものとしておりま

す。電力受給契約書については、

現在、国を中心に議論されている

電力システム改革の制度設計に如

何によっては、将来的に見直しが

必要になる可能性があります。

・協議の結果、落札者が需給

運用に参加しないこともある

のか。

・需給運用に参加する場合、

落札後に締結する電力需給契

約書の内容を見直す可能性は
あるのか。

[計2件：№38､39]

①発電設備の周波数調整機能に

対する要求性能等

・落札者決定後、別途協議

②需給運用方法、電力量料金算

定方法および需給運用参加に伴

う対価等の扱い

・電力システム改革の制度設計

が示された後に別途協議

③この入札における扱い

・周波数調整機能および需給運

用への参加については、この入

札の評価対象外

・②の内容について、落札後、

電力受給契約書とは別に契約を

締結

[要綱案4章(7)]

周波数

調整機

能

項目 当社回答ご意見要綱案(見直し前)

○ スケジュール・入札条件関係 ⑧
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○出力低下防止機能

ガスタービンコンバインドサイ

クル発電設備については系統周

波数の低下に伴い発電機出力が
低下することから、周波数49Hz
までは、発電機出力を低下しな

いもしくは、一度出力低下して

も回復する機能を有するものと

していただきます。

[要綱案4章(7)､別紙5]

再生可能エネルギーの変動分

を調整する役割をコンバイン

ドサイクル発電が主に担って

おり、周波数調整、需給調整

が基本性能として備わってい

ます。最低出力が定格出力の
50%以下との要求事項につい

ては、事前に国内外のメーカ

に確認しており、過度な要求

スペックにはならないと認識

しています。

・ガスタービンコンバインドサイ
クル発電設備の最低出力は、NOx
排出濃度等の環境制約にも依存す
るため、一律で50%以下（補注：

事務局にて誤植修正）とした場合、

要求スペックを満たすため建設コ

ストが過度に増加し、ひいては電

気料金の上昇につながる可能性が

ある。

・また、最低出力の要求スペック

を満たすために、採用メーカーが

限定されるおそれがあるので要件
の緩和をお願いします。

[計1件 №40]

○DPC運転

発電機の周波数調整(PC運転、

AFC運転など)可能な出力調整

幅(発電設備定格出力と最低出力

の差))については、発電設備定

格出力の50%以上としていただ

きます。

[要綱案4章(7)､別紙5]

周波数

調整機

能

項目 当社回答ご意見要綱案(見直し前)

○ スケジュール・入札条件関係 ⑨
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落札後に新会社を設立するこ

ととし、応札の条件を変更せ

ずに当該新会社に地位を移転

することも可能といたします

が、新会社および新会社に出

資または参画するメンバーが

反社会的勢力に該当する場合

または電力供給を行う上で技

術的信頼性が確保されていな

い者でないことを条件といた

します。

・応札においては幅広い事業者の参加を可

能とするため、事業遂行に影響を及ぼさな

い範囲において、落札後新たに落札者がパ

ートナー投資家を招聘することで事業への

出資比率・出資額を調整すること等の柔軟

な参加形態を可能とすべき

・応札時点において落札後に合弁会社等の

新会社設立を計画している場合、当該新会

社に参画する構成メンバーや出資比率を記
載した書類や、様式2を提出する旨定められ

ているが、東京電力の合理的な承諾を得る

こと及び入札の主旨・公平性を逸脱しない

範囲において、落札後に参加企業が加わる
(金融投資家等の参画)こと、結果として出

資比率を変更することも可能である旨を確

認させて頂きたい。

[計3件：№24､53､92]

(*3)
・落札後、新会社を設
立する場合は、代表者1
名の名義で入札してい

ただくことも可能。こ
の場合、添付書類1によ

り、新会社に参加する

予定のメンバーおよび

構成比率を記載

・添付書類2に関し、計

画の主体が合弁会社や、

落札後に新会社を設立

する場合は、実際に事

業を行う主体および構

成メンバーについて、
それぞれ様式2を提出

[要綱案6章(2)]

応募

方法

項目 当社回答ご意見要綱案(見直し前)

○ スケジュール・入札条件関係 ⑩

ご意見反映
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○ 価格関係 ①

【参考】入札GLに規定のない事項に関するご意見(11)

今回入札では、シェールガスなどヘンリーハブ価格
に連動した安価なLNGによる案件について高稼働電

源の応札も期待しております。

シェールガスは現時点では輸入されていないため、
貿易統計（JLC）価格を入札のエスカレーション指

標とした場合、事業者のLNGポートフォリオ（ｼｪｰﾙ

ｶﾞｽ導入比率）とは異なった構成となり、事業者の

燃料価格低減に向けたご努力が適切に反映されにく
いものと考えております。したがって、JLCを入札

時のエスカレーション評価指標とすることは出来ま

せんのでご理解ください。

一方、今回の募集は、わが国へのシェールガスの輸

入が今後拡大することを期待した募集条件としてい

ること、また受給開始時点までにはわが国へのシェ
ールガス導入が拡大し、貿易統計（LNG）の国別統

計値などシェールガスに関するCIF指標が確立され

る可能性があることを考慮し、入札時に燃料本体費

のエスカレーション指標として北米天然ガスを選択

いただいた場合については、受給開始までの間に、
協議により貿易統計（LNG）の国別統計値に指標を

変更することも可能といたします。なお、この場合、

液化・輸送コストは燃料本体費に組み替えることを

前提に協議を行うものとします。

米国天然ガス価格に連動
するLNG契約は今後増加

する見込みはあっても、

現時点ではほとんど実績

が出ておらず、事業計画

の前提とすることは難し

いと考える。

LNGの通関CIFも採用い

ただきたい。

[計5件 №44~46､50､120]

LNG、LPG、都市ガ

ス、天然ガスを使用

燃料とする場合、採

用する指標は、米国

天然ガス、原油から

選択または合成して

いただきます。

[要綱案5章(1)]

入札

価格

項目 当社回答ご意見要綱案(見直し前)
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液化・輸送コストにつ
いては、燃料関係諸経
費に含めて頂きます。
燃料関係諸経費につい
ては、｢一人あたり雇用
者報酬指標｣｢企業物価
指数｣｢消費者物価指数｣
｢為替レート｣により調
整いたします。

米国天然ガスについて、液化・輸
送・再気化コストは、燃料本体費で
はなく、燃料関係諸経費に区分して、
燃料費の変動に伴う調整を行うとい
う理解でよいか。

[1件 №46]

WEO2013における、石
油および石炭の想定価
格は、燃料本体の価格
変動のみを想定した設
定と考えられます。

米国天然ガスについて
も同様に燃料本体価格
の変動を想定したエス
カレーションとしてい
ることから、公平に評
価されると考えており
ます。

米国天然ガス由来のLNGを用いる
場合については、燃料本体費のみに
ｴｽｶﾚｰｼｮﾝがかかり、液化・輸送コス
ト等についてはｴｽｶﾚｰｼｮﾝが適用され
ないと理解。一方で、石炭を用いる
場合には、CIFを基準とするため、
輸送費等を含めてｴｽｶﾚｰｼｮﾝがかかる。
入札価格を比較する上で、液化・輸
送コスト等にｴｽｶﾚｰｼｮﾝが働かない分、
米国天然ガスが低く評価されるバイ
アスがあるので、是正が必要。

また、液化・輸送コスト等は、日本
の指標との連動ではなく、海外にお
ける公の指標も選択できるよう見直
しをお願い致します。

[1件 №45]

⑤エスカレーション

(ⅱ)燃料本体費に適用する合成比率とエ

スカレーション率

・以下の3つの指標から、適用する費用
の割合により合成比率を算定し、その
合成比率により適用するエスカレーシ
ョン率を算定

・エスカレーションの基準は、2013年

(ⅲ)燃料関係諸経費に適用する合成比率

・一人あたり雇用者報酬指数(CEI)、企
業物価指数(CGPI)、消費者物価指数
(CPI)、変動なしの4つの指標から、適

用する費用の割合により合成比率を算
定してください

[要綱案5章(1)]

入札
価格

項目 当社回答ご意見要綱案(見直し前)

○ 価格関係 ②

【参考】入札GLに規定のない事項に関するご意見(12)

1.3%/年1.9%/年原油

1.9%/年5.7%/年米国天然ガス

0.5%/年4.5%/年石炭

2020年度
以降

2020年度
まで
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上限価格の算定における基準
となる原油価格は、キロリッ
トルあたり何kcalを想定して
いるかご教示願います。

[1件 №48]

今回入札においては、上
限価格を非公表とするこ
とから回答は差し控えさ
せていただきます。

上限価格の算定における基準
となる石炭価格は、トン当た
り何kcalを想定しているかご

教示願います。

[1件 №47]

燃料本体費は、2013年1月から同年12月の

燃料価格および為替レートの平均値をもと
に算定してください。基準となる燃料価格
および為替レートは以下のとおりです。

《基準となる燃料価格および為替レート》

－石 炭 … 10,793円/t
－原 油 … 67,272円/kl
－米国天然ガス … 3.652＄/MMBtu

(液化・輸送・再気化コストを除く)
－為替レート … 96.76円/$ 

[要綱案5章(1)]

入札
価格

項目 当社回答ご意見要綱案(見直し前)

○ 価格関係 ③

【参考】入札GLに規定のない事項に関するご意見(13)
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評価結果は、公平性・透明性

を確保するために、中立的機

関の審査を経て確定いたしま

すが、当社評価の過程で状況

変化により、電源線等工事費

（特定負担分）または電源線

等以外工事費（一般負担分）

が変動した場合は、落札者決

定後にその内容についてご説

明いたします。

入札プロセスの透明

性を確保するために、

再算定が行われる際

には、再算定が行わ

れる背景・入札価格

への影響等につき、

応札者に対して合理

的な説明を行ってい

ただきたい。

[1件 №54]

(*6)状況変化に対す

る評価にあたって、

接続検討時から状況

変化が生じた場合、

当社は、電源線等工
事費(特定負担分)に
ついて調整

[要綱案7章(1)]

応札締切後に状況変化

が生じた場合には、中

立的機関に対してその

理由を明らかにした上

で、事前に行う接続検

討により算定された電

源線の敷設費用等の額

と異なる額を算定し、

電源の入札価格に反映

することも可能とする。

[p.12]

競合

検討

入札GL項目 当社回答ご意見要綱案(見直し前)

○ 評価関係

ご意見反映

【参考】入札GLに規定のない事項に関するご意見(14)
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特定期間における各年度の年間

電力量の平均が年間契約基準電

力となるように算定した年間通

告基準電力量にもとづき、翌年

度の年間通告電力量を設定いた

します。そのため、特定期間の

通告電力量の平均値は、年間契

約基準電力量の水準となります。

落札者にとっては、契約供給期

間を通じて当初に定める年間契

約基準電力量から大きく乖離し

ない運用を行うことが望ましく、

東京電力が設定する年間通告電

力量が年度毎に変動する場合に
おいても当該年度および過去3年
間の年間通告電力量の平均値は

年間契約基準電力量の水準とな

ることを要望します。

[1件 №105]

今後の再生可能エネルギーの大量

導入への対応等を踏まえ、周波数

調整力確保の観点から、発電設備
出力10万キロワット以上のガスタ

ービンコンバインドサイクル発電

設備については、基本仕様である

周波数調整機能を有するものとし

ていただきます。

なお、需給運用への参加について
は別途協議とさせていただきます。

[要綱案8章(7)]

ガスタービン発電の場合には、

別途設定根拠を提示いただいた

上で、外気温度の差による発生

電力の変動がある場合、標準的

な運転パターンをもとに、夏

季・冬季・その他季ごとに運転

パターンを設定することも可能
としております。また、要綱案8
章(10)のとおり、自家消費が無

い場合、最大通告時に外気温度

に起因する未達については、通

告未達割戻は適用致しません。

ガスタービンコンバインドサイ

クル発電設備は外気温の影響に

より出力が変動します。したが

って、事業者がコントロールで

きない平均気温等については、

想定した条件と実績に差が生じ

た場合、補正がなされるよう要

望致します。

[1件 №15]

年間利用率は、下式により算定し

ます。

年間利用率＝年間供給可能電力量
÷契約最大電力×24時間×365日
年間契約基準利用率は、応札者が

想定した、契約供給期間中の各年

度の年間利用率の平均値をもとに、
『第2章（3）募集する電源タイ

プ』の範囲で応札者に設定いただ

く値といたします。

[要綱案3章(3)]

通告

運用

項目 当社回答ご意見要綱案(見直し前)

○ 運用関係 ①

【参考】入札GLに規定のない事項に関するご意見(15)
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USCやMACCの標準的な利用率は
80%程度と考えており、基準利用率
を80%とした応札案件の場合、特に
利用率変動許容性（±10%）のプラ
ス側の調整代がないことが考えられ
ます。

一方、実運用において、毎年度前年
に4年度分のご提出をいただく停止計

画では、設備劣化診断の結果等の反
映や使用重機・作業員の確保状況に
より、応札時に考慮していた停止計
画と比較し、作業工程の短縮が可能
なケースも考えられますので、この
場合には、落札者からのお申し出を
受けた協議により基準利用率（入札
時の停止計画の想定）および実態
（停止期間短縮の要因）に応じ、双
方合意による受給をしたいと考えて
おります。

・現状の受給契約では、「年
間供給可能電力量」を応札
者の努力で拡大し、入札募
集側の電源活用範囲が拡大
した場合でも、追加の料金
は支払われない仕組み。

・また、変更通告期限(前週火
曜日)以降でなければ、余力

活用に利用できる電力・電
力量が確定しないことから、
応札者にとって予見可能性
が低く、余力活用の規模は
限定的。

・新設された電源による安価
な電力を最大限活用するた
めに、インセンティブが適
切に働くような余力活用の
仕組みの導入について、検
討を要望。

[計2件：№101､136]

当社は、電力需給状況、電
力設備状況および落札電源
の経済性その他の事情があ
る場合は、契約最大電力に
8760時間を乗じた値の10%
に相当する電力量の範囲内
で落札者への通知により受
給電力量を増減(「変更通
告」)できるものとし、落札
者はこれに応じていただき
ます。

[要綱案8章(7)]

追加供
給イン
センテ
ィブ

項目 当社回答ご意見要綱案(見直し前)

○ 運用関係 ②

【参考】入札GLに規定のない事項に関するご意見(16)
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要綱および標準契約書において、別途協議と
している項目および規定のない内容等を除き、
標準契約書による契約をお願いいたします。

なお、細目規定にて取り決めることを想定し
ている事項は、要綱および標準契約書のから
の変更にあたらず、かつ入札としての競争条
件の変更にあたらない範囲であり、主として
要綱および標準契約書において別途協議とし
ている項目および規定のない内容となります。

落札者の選定における公平
性を阻害しない範囲におい
て、協議に基づいて、標準
契約書からの変更を可能に
すべき。

[計2件：№58､161]

電気事業法の規定による
特定入札として、入札時
の競争条件の公平性を損
なわないと判断される場
合は、協議によって細目
規定をおくことができる
ものといたします。

[要綱案8章前文]

事業主体がSPCの場合でプロジェクトファイ

ナンスによる場合について、倒産不申立特約、
責任財産限定特約等の規定をおくことを排除
するものではありませんが、事業継続に向け
た措置についてあわせて確認をさせていただ
くなど、落札後の協議により検討させていた
だくこととし、要綱案備考にその旨記載をい
たします。

事業者がプロジェクトファ
イナンスによって資金調達
を行う場合においては、プ
ロジェクトファイナンスに
おいて一般的に求められる
倒産不申立特約、責任財産
限定特約等の規定を追記す
ることをご了承ください。

[1件 №142]

規定なし

標準
契約
以外
の協
議

項目 当社回答ご意見要綱案(見直し前)

○ 契約条件関係 ①

【参考】入札GLに規定のない事項に関するご意見(17)

ご意見反映
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発電に要する費用として、電力卸供
給入札募集要綱の確定時に存在しな
かった税金等(環境関連など)が新た

に賦課された場合には、基本料金ま
たは電力量料金に適切に反映される
という理解で良いか。また、将来的
に新たな税金等が賦課されることが
落札者決定までの間に決定した場合
には、本入札の判定価格の算定にお
いて適切に評価されるという理解で
良いか。

[1件 №111]

当社の電気料金(小売)における燃料
費調整制度には、調整の上下限が設
けられておりますが、今回の募集要
綱案による入札電源に対して、燃料
費の変動にともなう調整の上下限は
設けておりません。また、入札によ
り調達を行う場合、受給契約締結後、
予め定める要綱ならびに標準契約に
よる資本費の補正または精算によら
ない追加コストを受給料金に織り込
むことは、入札条件を事後変更する
ことになり、入札の公平性の観点か
らこれを行うことはできません。

なお、要綱案に規定のとおり、電気
事業法第22条第8項に定める事項

（石油石炭税の相当額の増加、消費
税等相当額の増加）については電事
法上認められた入札条件の事後変更
として、所定の法手続きにより変更
が可能です。

電力会社は事業環境の変化に応じて
料金変更の機会が与えられている。
IPPは一旦契約すれば15年間料金変

更は一切認められない。一方には料
金改定が許されて一方には許されな
いというのは明らかに片手落ちであ
る。既存のIPPも含めて早急に改善さ

れてしかるべきである。

[1件 №106]

契約締結後、左記の補正
および精算によらない追
加コストを受給料金に織
り込むことは、入札に応
じて落札した供給条件を
変更することになるため、
入札による卸供給の中で
は公平性の観点から困難
です。

[要綱案8章(9)]

料金
の変
更

項目 当社回答ご意見要綱案(見直し前)

○ 契約条件関係 ②

【参考】入札GLに規定のない事項に関するご意見(18)
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金利の変動補正をご希望の場合、使
用する金利についてはTSRとして
Telerateに掲示される6ヶ月LIBOR
ベースの20年、15年、10年もの金

利スワップレートから選択、指定い
ただくことを可能とし、要綱案に反
映いたします。

なお、ご希望のレートについては、
入札時に20年もの、15年もの、10
年ものから1種類を選択、指定いた

だくこととします。

実調達は、契約期間からより
短期の年限(平均して15年前後)
となることが想定されます。
ついては、より実効的な補正
効果を得るため、20年物に限

定せず、応札者が実調達の年
限として10年～20年物の間で
選択可能とすることについて、
ご検討をお願いします。

[計2件：№133､165]

基準金利は、該当日の午前10 
時現在の東京スワップレファレ
ンスレート(TSR)とし
Telerate17143 ページに掲示さ
れている6ヵ月LIBORベース20 
年物(円/円)金利スワップレート

といたします。

[要綱案8章(9)]

金利
補正

電源線等工事費の算定および入札価
格計算書への再掲にあたって、金利
相当額を含めて算定していただくこ
とにより、電源線等工事費変動額に
対応した金利評価が可能です。要綱
案において、上記考え方を補足し明
確化いたします。

落札者事由によらない工事費
負担金の変動分に対応する金
利分についても、基本料金に
て回収できるよう、補正の対
象とすることについて、ご検
討いただきますようお願いし
ます。

[計2件：№130､166]

資本費のうち電源線等工事費に
ついて、状況変化による調整を
行った場合は、調整後の電源線
等工事費(特定負担分)にもとづ
いた価額により契約時の基本料
金を設定いたします。

[要綱案8章(9)]

工事
費負
担金
変動
額の
精算

項目 当社回答ご意見要綱案(見直し前)

○ 契約条件関係 ③

【参考】入札GLに規定のない事項に関するご意見(19)

ご意見反映

ご意見反映
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建設期間中に発生する金利相当額につ
いても、基準金利の変動補正の対象と
することができる旨要綱案に明記いた
します。

建設期間中に発生する金利相当額につ
いても、基準金利の変動に対する補正
の対象である旨を明記することについ
て、ご検討をお願いします。

[計1件：№131]

当社の火力電源入札は、PFI事業や公共
工事(請負)とは異なり、予め詳細な原価
のご提示を求めるものではないため、
本来原価に対する補正の概念はできる
だけ限定すべきと思料。建設物価や金
利の補正についても、必ずしも実態の
補正を指向するものではなく、一定の
合理性にもとづく簡便な仕組みとして
おります。変動リスクをすべて当社で
負担するのではなく、落札者にも一定
のリスク負担をいただき、競争による
コストダウンを期待しております。

・環境影響評価書確定日に必ずしも融
資契約（土建契約も同じ）を締結する
わけではないので、制度導入の趣旨に
鑑み「環境影響評価書確定日若しくは
融資契約締結日の何れか遅い方」に基
準日を変更して頂きたい。

・建設期間中の金利・物価変動リスク
への対応のため、環境アセス完了日以
降にも基準日を複数回設定できる仕組
みのご検討をお願いします。

[計6件：№110､114､123､132､144､164]

株主からの借入についても、金融機関
等と同等の借入条件にて融資が行われ
る可能性もふまえ、株主からの借入に
ついても金利補正の対象とし、その旨
要綱案に反映いたします。

株主からの融資であっても、株主が金
融機関から借り入れを行っていること
から、補正を認めて頂きますようお願
い致します。

[1件 №115]

落札した発電設備が新
設またはリプレースの
場合、その建設等に係
る資金を金融機関等か
らの借入（落札者が子
会社、合弁会社の場合
の株主からの融資は含
まない）により調達を
する場合、入札時点と
融資契約時点の相違か
ら、基準金利（事業者
毎に設定されるスプレ
ッドを除く）が変動す
ると考えられることか
ら、落札者があらかじ
め希望する場合は、基
準金利の変動にともな
う補正を行い、補正後
の基準金利にもとづい
た価額により各年度の
基本料金の補正をいた
します。（物価変動も
同様）

[要綱案8章(9)]

金利
補正

項目 当社回答ご意見要綱案(見直し前)

○ 契約条件関係 ④

【参考】入札GLに規定のない事項に関するご意見(20)

ご意見反映

ご意見反映
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土建工事以外については、当社と
の電力受給契約を締結後、資機材
の価格変動、人件費の変動、為替
変動等の価格変動要因を含めた
EPC契約、フルターンキー契約に

て一定程度以上確定されるものと
認識していることから、今回の募
集要綱案における価格補正対象か
ら除外しております。

土建工事費に留まり以下については
対象になっていないことの根拠が不
明瞭ですのでご教示下さい。

①発電設備に係る現地工事(据付工
事・試運転工事等)
②発電設備の製作

③海外製発電設備を導入する場合の
為替変動補正について

[計2件：№107､135]

土建工事契約については、
入札時点と契約締結時点の
相違から、工事金額が国内
物価によって変動すると考
えられること、また2020
年の東京オリンピック開催
を控え、国内の土建工事関
連物価が著しく変動するこ
とも考えられることから、
落札者があらかじめ希望す
る場合は、物価の著しい変
動にともなう土建工事費相
当額の変動に対する補正を
行い、基本料金の補正を行
います。

[要綱案8章(9)]

建設
費の
補正

土建工事費の算定および入札価格
計算書への再掲にあたって、金利
相当額を含めて算定していただく
ことにより、土建工事費変動額に
対応した金利評価が可能です。要
綱案、補足説明資料において、上
記考え方を補足し明確化いたしま
す。

土建工事費の補正について、土建工
事費の増分に係る金利分についても、
基本料金にて回収できるよう、補正
の対象とすることについて、ご検討
いただきますようお願いします。

[計2件：№134､167]

項目 当社回答ご意見要綱案(見直し前)

○ 契約条件関係 ⑤

【参考】入札GLに規定のない事項に関するご意見(21)

ご意見反映
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補正の対象とする価額は、
入札制度および評価の公平
性の観点から、入札時点で
あらかじめ確定いたします。
このため、土建工事費相当
額の補正を必要とする場合、
入札書類『(様式8)入札価格
計算書』の資本費(A欄)に補

正対象となる土建工事費相
当額を再掲してください。
ただし、土建工事費相当額
の合計が、資本費の合計の
25%を越えないものとしてく

ださい。

[要綱案8章(9)]

建設
費の
補正

今回の当社入札においては、将来
の経済情勢等の見通しを踏まえた
募集側、応札側のリスク分担とし
て、建設費の物価補正の仕組みを
導入することとしております。土
建工事費の割合は一意に決定すべ
きでないものと認識しております
が、案件の原価性の妥当性検証が
できない入札による電源募集にお
いては、契約の安定性の面から合
理的な範囲で一定の補正対象上限
を設ける必要があるものと考えて
おりますので、ご理解ください。

なお、補正後の土木建築工事費の
割合が25%超となることはありう

るものと理解しております。

・土建工事費相当額の上限(25%)を
撤廃願います。

・(土建工事費相当額の合計が、資
本費の合計の25%を超えることが
許容されない場合)入札時点では土
建工事費相当額が資本費の25%を
下回るも、その後の物価上昇によ
り25%を超えてしまった場合の扱

いを確認させてください。

[計2件：№116､122]

項目 当社回答ご意見要綱案(見直し前)

○ 契約条件関係 ⑥

【参考】入札GLに規定のない事項に関するご意見(22)
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当社の火力電源入札は、PFI事業や公共工事(請
負)とは異なり、予め詳細な原価のご提示を求め

るものではなく、本来原価に対する補正の概念
はできるだけ限定すべきと考えます。しかしな
がら、今般東京が2020年のオリンピック・パラ
リンピックの開催地に選出され、将来的な経済
情勢の見通しを考慮し、落札者に想定しえない
急激で著しい変化については、すべて入札価格
上のリスクとして考慮するよりも、当社が一定
程度のリスク負担をすることで、入札の競争性
を高めることにつながると判断したものです。
必ずしも実態の補正を指向するものではありま
せんが、ご意見を踏まえて建設費の補正の対象
とする変動幅については、過去の大幅な物価変
化（10%/年程度）のリスクの折半負担として
5%といたします。

「建設費の補正」は、変
動幅10%以上を補正対象と
していますが、この10%の
引き下げについて検討が
必要と考えます(参考：公
共工事標準請負契約約款
における全体スライド対
象は1.5%)。

[計3件：№109､117､124]

補正額＝入札価格計算書
の土建工事費相当額×
(環境影響評価が確定し
た月の物価指数/基準月
の物価指数)－1)

ただし、|(環境影響評価
書が確定した月の物価指
数/基準月の物価指数)－
1｜＜10%の場合は補正
を行わないものとします。

[要綱案8章(9)]

建設
費の
補正

項目 当社回答ご意見要綱案(見直し前)

○ 契約条件関係 ⑦

【参考】入札GLに規定のない事項に関するご意見(23)

ご意見反映
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建設デフレーターとしては「建設
総合－土木総合－その他土木」と
「建設総合－建築総合－非住宅－
非木造非住宅－鉄骨造非住」が該
当すると考えておりますが、その
変化については「建設総合－土木
総合－その他土木」とほぼ一致し
た傾向を示しており、また、「建
設総合－土木総合－その他土木」
には細目として「電力」が含まれ
ることから、建設費の補正を行う
指標は「建設総合－土木総合－そ
の他土木」で実施いたします。

土建工事に含まれる建築工事の補正も
当該指標で行うのでしょうか。建築工
事の補正は、「建設総合－土木総合－
非住宅－非木造非住宅－鉄骨造非住」
(月次)の方が適当ではないかと考えま
す。

[1件 №128]

今回の募集では、全国からの応札
を可能としていることから、全国
平均指標となる「建設工事デフレ
ーター」を採用しております。

「建設工事デフレーター」は、全国平
均な指標であるため、地域の物価変動
を厳密に表したものではありません。
したがいまして、より厳密に地域ごと
の物価変動を反映するために、地域ご
との物価変動を表す公の指標も選択可
能とさせて頂きますようお願い致しま
す。

[計2件：№118､127]

物価指数は、国土交通省
公表の「建設工事デフレ
ーター」の「建設総合－
土木総合－その他土木」
(月次)によります。

[要綱案8章(9)]

建設
費の
補正

項目 当社回答ご意見要綱案(見直し前)

○ 契約条件関係 ⑧

【参考】入札GLに規定のない事項に関するご意見(24)
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毎月お支払いする受給料金での燃料本体費の
調整において、一般炭、原油及び粗油、米国
天然ガス以外の指標の変動に応じた調整を希
望される場合、ご希望の指標を用いることが
可能か応札前にお問い合わせいただくことも
可能といたします。ただし、ご希望の指標で
の燃料本体費の調整が可能な場合でも、入札
の特性上、上限価格と各応札事業者の入札価
格を同一の条件のもとで評価するためにも、
入札価格については、当社が指定する指標に
もとづく適用エスカレーション率にて算定し
ていただきます。

応札者が希望する指標によ
る燃料本体費調整の可否は、
当該電源入札用の燃料調達
方針に与える影響が大きい
ため、応札検討者の個別の
照会に応じる等の手段によ
り、入札募集期間中に事前
に明らかにして頂きたい。

[計2件：№112､121]

使用燃料に応じた調整を
行うため、一般炭、原油
及び粗油、米国天然ガス
以外の指標の変動に応じ
た調整を希望される場合
は、落札者の申し出に応
じて、落札後、受給契約
締結までに別途協議させ
ていただきます。

[要綱案8章(9)]

エス
カレ
ーシ
ョン

(燃料

費調
整)

項目 当社回答ご意見要綱案(見直し前)

○ 契約条件関係 ⑨

【参考】入札GLに規定のない事項に関するご意見(25)

ご意見反映
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貿易統計では単位あたりの熱量が
公表されていないこと、資源エネ
ルギー庁が発表する標準発熱量は
5年ごとに更新されるものである
ことなどを踏まえれば、適切な熱
量補正を行うことは困難と考えて
おります。

ただし、燃料の標準発熱量が変動
したことにより、当初の想定に比
して発電費用が大幅に増加・減少
し契約履行に大幅な影響が生じた
場合には、その時点での諸情勢も
勘案のうえ、電力受給契約書にも
とづき、誠実に協議を行い、合理
的な結論をえることといたします。

貿易統計は重量や体積あた
り実勢価格を示すものであ
り、単位あたり熱量の変動
を反映していない。資源エ
ネルギー庁が発表する「標
準発熱量」を引用するなど
して、受給契約上の料金の
取り決めにおいて、適切な
熱量補正を行うことを可能
としていただきたい。

[1件 №125]

燃料本体費

2013年1月から同年12月までの各燃

料本体価格および為替レートと、当
該月に適用する燃料本体価格および
為替レートとの変動率にて調整をい
たします。燃料本体費の調整に適用
する指標と合成比率は入札書類
『(様式9)合成比率と適用エスカレ

ーション率の算定書』によります。

《基準となる燃料本体価格および為
替レート》

－石 炭 …10,793円/t
－原 油 … 67,272円/kl
－米国天然ガス … 3.652$/MMBtu
(液化・輸送・再気化コストを除く)
－為替レート … 96.76円/$

[要綱案8章(9)]

エス
カレ
ーシ
ョン

(燃料

費調
整)

項目 当社回答ご意見要綱案(見直し前)

○ 契約条件関係 ⑩

【参考】入札GLに規定のない事項に関するご意見(26)
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通告電力量は、当社の供給
力として計画的に期待する
電力量であり、通告電力量
からの乖離(超過・未達)は
当社需給運用に影響をもた
らすことになるため、計画
どおりの発電を基本とさせ
ていただきたいと考えてお
ります。

したがいまして、一定の許
容範囲を超えた通告未達、
停電よび超過停止について
は、ペナルティ料金を設定
いたします。

新規参入者であるIPP対して
電力と同じ安定供給力を科す
のは、IPP側に厳しい条件で
ある。電力未達や停止の場合
のペナルティーなどは緩和の
方向で再考されてしかるべき
ではないか。

[1件 №59]

・通告未達割戻料金

電力設備の事故等の場合を除き、通告期
間において、30分ごとの通告電力量に対
し、バンド幅を超えて未達が生じた場合、
通告未達割戻料金を当該月の基本料金か
ら割り引き

・停電割戻料金

通告期間中において、電力設備の事故等
によりあらかじめ協議によらず送電の全
部または一部の停止を行った場合、停電
が生じた時刻から2時間について、停電割

戻料金を当該月の基本料金から割り引き

・超過停止割戻料金

停電を除き、通告期間中において、電力
設備の事故等によりあらかじめ協議によ
らず送電の全部または一部の停止を行っ
た場合、停止した時間について通告電力
量と実績受給電力量の差を停止電力量と
し、停止電力量の年間累計値が、年間契
約基準電力量の5%を超過した場合は、超
過停止割戻料金を年度末月の基本料金か
ら割り引き

[要綱案8章(10)､(11)､(12)]
[契約書A23~25条、B26~28条]

通告未
達・停
電・超
過停止
のペナ
ルティ
緩和

項目 当社回答ご意見要綱案(見直し前)

○ 契約条件関係 ⑪

【参考】入札GLに規定のない事項に関するご意見(27)
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超過停止割戻料金が年度末月の基
本料金を上回る場合、年度末月に
おける基本料金と電力量料金を合
算した受給料金から割り引きます。
ただし、超過停止割戻料金が年度
末月の受給料金を上回る場合には、
超過停止割戻料金と年度末月の受
給料金の差額を当社にお支払いい
ただく扱いとし、要綱案、標準契
約書案に明記いたします。

年度末月の基本料金にて当該超過
停止に係る精算金をカバーできな
い場合、どのような措置がなされ
るのか。

[1件 №62]

停電を除き、通告期間中にお
いて、電力設備の事故等によ
りあらかじめ協議によらず送
電の全部または一部の停止を
行った場合、停止した時間に
ついて通告電力量と実績受給
電力量の差を停止電力量とし、
停止電力量の年間累計値が、
年間契約基準電力量の5%を超

過した場合は、超過停止割戻
料金を年度末月の基本料金か
ら割り引き

[要綱案8章(12)]

超過
停止
割戻
料金

項目 当社回答ご意見要綱案(見直し前)

○ 契約条件関係 ⑫

【参考】入札GLに規定のない事項に関するご意見(28)

ご意見反映
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超過停止割戻料金と年間未達補償料金について
は、料金の意味合いも異なることから、それぞ
れ別の基準値を設定しております。

年間未達通告補償料金におけ
る御社の支払義務と横並びの
観点から、「年間契約基準電
力量の10%を超過した場合」に
適用されるよう変更願います。

[1件 №63]

通告電力量は、当社の供給力として計画的に期
待する電力量であり、当社の電源全体の運用上、
落札電源については、30分ごとに当社の通告

どおりに送電していただくことが原則となりま
す。

ただし、年間通告電力量を上回る供給をしてい
ただいた場合は、その上回る電力量をもって当
該年度の停止電力量を減殺することも可能とし､
要綱案に明記いたします。（年度を跨いだ減殺
はいたしません。）

なお、年間通告電力量を上回る受給については、
当社からの変更通告（利用率変動許容性）によ
る受給運用となりますので、当社に受給電力量
を増加させるメリットがない場合など、変更通
告を行わない可能性があります。

計画外作業等で停止に至った
場合は、例えば、特定期間内
で年間契約基準電力量を満足
できることを条件として、停
止電力量の対象外としていた
だきたい。

[計1件：№64､65]

停電を除き、通告期間
中において、電力設備
の事故等によりあらか
じめ協議によらず送電
の全部または一部の停
止を行った場合、停止
した時間について通告
電力量と実績受給電力
量の差を停止電力量と
し、停止電力量の年間
累計値が、年間契約基
準電力量の5%を超過

した場合は、超過停止
割戻料金を年度末月の
基本料金から割り引き

[要綱案8章(12)]

超過
停止
割戻
料金

項目 当社回答ご意見要綱案(見直し前)

○ 契約条件関係 ⑬

【参考】入札GLに規定のない事項に関するご意見(29)

ご意見反映
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建設試運転電力について、当社が
別途契約にて受電させていただく
場合の料金は、第1種料金を基本
とし、必要に応じ実態に即しご協
議をさせていただきます。

「原則として」を削除願いま
す。第2種電力量料金単価や第
3種電力料金単価を適用した場
合には、発電事業者の健全な
試運転ができない。

[1件 №57]

試運転にともない発生する電力につ
いては、原則として当社が第1種電

力量料金単価で購入するものといた
します。

[要綱案8章(15)]

試運転
電力

供給開
始予定
年月の
変更期
限

予めの規定を置くことはせず、発
生した事象の中で、善管義務に照
らし、合理的な範囲で可能な限り
速やかにお申し出をいただき、発
生事象に対応してゆくものと認識
しております。

供給開始予定年月の直前に繰
り延べが必要となる事象が発
生した場合に備え、手続きの
ための猶予期間を設けること
について、ご検討願います。

[計2件：№74､147]

規定なし

供給開始年月は予定通りとしてい
ただくことが原則です。供給開始
年月の繰り延べを行った場合の補
償金については、補償金が確定
(供給開始日)したのち、速やかに

お支払いいただくことが適当と考
えておりますので、ご理解のほど
お願い申し上げます。

補償金の支払について、「営
業運転開始日から20日以内」

に一括で支払うこととされて
おりますが、営業運転開始予
定年月以降は事業計画上収入
があることを前提に各種支払
が予定されていることが一般
的であり、かかる支払を確保
する観点から、補償金を月次
の支払とすることをご検討く
ださい。

[1件 №152]

第4条にもとづき営業運転開始予定
年月を変更した場合は、その変更を
申し出た者(相手方の責めに帰すべ
き事由にもとづき営業運転開始年月
を変更した場合は、その相手方とす
る。)は相手方に対して、営業運転
開始日から20日以内に、○年○月1
日を起算日として第6条の営業運転
開始日まで1日につき契約最大電力
に13円70銭を乗じた金額を、補償

金として支払うものとする

[契約書案A40条、B44条]

供給開
始予定
年月変
更時の
補償金
の支払
い期日

項目 当社回答ご意見要綱案(見直し前)

○ 契約条件関係 ⑭

【参考】入札GLに規定のない事項に関するご意見(30)
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・地域事情等の事由で解約された場
合は、当社は代替供給力確保等の対
策を早期に図る必要が生じるととも
に、そのための追加費用が発生する
ことから、当該事由による免責は契
約締結後1年6ヶ月以内の申し出の

場合とさせていただきます。

・前回要綱にございました「1.」、
「2.」については、「東京電力の火
力電源入札に関する関係局長級会議
取りまとめ」(平成25年4月26日)で
示された内容を踏まえ、本要綱では、
上記の「1．」については、当社の
自主的取り組み、「2．」について
応札にあたり満たすべき条件とした
ことから、免責事項の特記としては
除外いたしました。

ただし、このうち、「1.」について

は、仮にこの事由により発電所の建
設が認められない場合には、認めら
れない理由を踏まえて要綱案第8章
（17)または(21)にある“落札者の

責めとならない地域事情等の事由
（以下略）”に該当するか否かにつ
いてご協議させていただきます。

・供給開始年月の変更及び供給開
始前の解除等の免責のケースと
して、地域事情等の事由は、契
約締結後から供給開始迄の期間
に亘り生じ得るものと考えます
ので、当該期間設定(1年6ヵ月
以内)を削除の検討をお願い致
します。

・また、補償免責事項として、下
記の事項を追加頂けますようお
願いします。

1.環境影響評価の結果、京都議定
書目標達成計画(平成17年4月28
日閣議決定、後継計画含む)と
の整合性が図られていないとし
て、発電所の建設が認められな
い場合

2.BATの仕様・基準が変更となり

得ることから、環境影響評価の
結果BATが適用されないとして、

発電所の建設が認められない場
合

[計5件：№67､68､82､85､87]

② 補償を免責する場合

・不可抗力事由による場合

・落札者の責めとならない地
域事情等の事由により、発
電所の建設が遅延した場合
で、落札者が変更を申し出
た時期が契約締結後1年6ヵ
月以内の場合

・当社の責めとならない用地
事情等の事由により、系統
アクセス設備の建設が遅延
した場合で、当社が変更を
申し出た時期が契約締結後
1年6ヵ月以内の場合(ただ
し、発電所建設の地元同意
が得られていないため当社
が契約締結後すみやかに用
地交渉に入れない場合は、
発電所建設の地元同意後1
年6ヵ月以内とする場合が
あります)

[要綱案8章(17)、(21)]

供給予
定開始
年月の
変更・

供給開
始前の
解除時
の免責
要件追
加

(落札者
事由)

項目 当社回答ご意見要綱案(見直し前)

○ 契約条件関係 ⑮

【参考】入札GLに規定のない事項に関するご意見(31)
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供給予

定開始

年月の

変更・

供給開

始前の

解除等

の場合

の免責

除外

（当社

事由）

② 補償を免責する場合

・不可抗力事由による場合

・落札者の責めとならない地域事

情等の事由により、発電所の建

設が遅延した場合で、落札者が

変更を申し出た時期が契約締結

後1年6ヵ月以内の場合

・当社の責めとならない用地事情

等の事由により、系統アクセス

設備の建設が遅延した場合で、

当社が変更を申し出た時期が契

約締結後1年6ヵ月以内の場合

(ただし、発電所建設の地元同

意が得られていないため当社が

契約締結後すみやかに用地交渉

に入れない場合は、発電所建設

の地元同意後1年6ヵ月以内とす

る場合があります)
[要綱案8章(17)、(21)]

系統連系設備の建設に係る用

地の確保は、発電設備の運転

開始予定に支障が生ずること

の無いよう真摯に対応して参

りますが、設備建設に対する

地権者対応等の見極めの期間

である契約締結以降1年6ヶ月

の間は、応札者、当社とも同

等の免責期間を設けることが

適切と考えております。

電力受給契約の締結後に補償金の

支払いなしに(当社補記：当社の

事由により)運転開始時期が遅延、

または契約解除された場合、事業

計画に重大な影響が生じるため、

系統アクセス設備の建設遅延によ

る供給開始予定年月変更時および

営業運転開始前の解約時の免責事

項の削除について、検討をお願い

します。

[2件：№69､153]

項目 当社回答ご意見要綱案(見直し前)

○ 契約条件関係 ⑯

【参考】入札GLに規定のない事項に関するご意見(32)
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「補償等」とは、補償金支払いによる

補償または双方合意時の設備買取を指
します。したがって、標準契約書A第

34条について訂正させていただきま

す。

”等”とは何を指すのでしょう
か。第41条または第42条に
おける補償金が補償の全てで
はないのでしょうか。第34条
の解約の条項と同様、”等”は
削除願います。

[1件 №148]

この契約を解除する場合、その
原因者は、相手方に対し、第41
条または第42条にもとづく補償

等を行なわなければならない。
なお、第1項ないし第4項による
催告の期間においても、原因者
は契約履行義務を免れないもの
とする。

[契約書案A35条5項、B39条5項]

契約
解除
時の
補償

契約実務において、一般的に相手方と
の間で一定の合意形成が必要と考えら
れること、また、応札者の融資契約に
おいて、当社からの一方的な解約がで
きないことを明確化し、契約上の事業
の安定性を高める意図から、今回入札
においては要綱案で明確規定をいたし
ました。

相手方の合意を得た場合との
条件をつける必要性はどうい
ったことからでしょうか。

[計2件：№71､72]

「やむをえない事由」について、網羅
的に列挙することは困難ですが、例え
ば急激な経済状況の変化などが該当し
うるものと考えております。具体的に
は落札者と当社との協議事項とさせて
いただきたいと考えております。

やむを得ない事由とはどうい
ったことを想定されているの
でしょうか。

[1件 №70]

当社または落札者は、やむをえ
ない事由が生じた場合で、相手
方の合意を得た場合には、契約
を解約できるものといたします。
(解約の時期が供給開始日以降で
あるときは、7年前までに相手方
に申し出るものといたします)。

[要綱案8章(18)]

合意
解約

項目 当社回答ご意見要綱案(見直し前)

○ 契約条件関係 ⑰

【参考】入札GLに規定のない事項に関するご意見(33)

ご意見反映
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特定期間における年間供給可能電
力量の平均が年間契約基準電力量
を下回る場合の是正としては、ま
ずは停止計画の合理的な変更等に
よる是正をしていただくことが基
本となりますが、その他代替供給
など、有効な方策をご提示いただ
くなど、是正のために有効な協
議・合意が整った場合には解約の
事由は解消されるものと考えてお
ります。

特定期間における年間供給可
能電力量の平均値が年間契約
基準電力量を下回る場合で、
その状態が是正される見込み
がない場合については、「契
約の解除」ではなく、「不足
する差分の電力量に対して応
札者が補償を行う」方法も考
えられます。

[1件 №73]

落札者が次の事項に該当する場合、
書面による通知によりこの契約を
解除することができるものといた
します。この場合、落札者(原因
者)は、当社に『本章(21)解約また

は解除に対する補償等』の補償を
行うものといたします。

・ 落札者の発電設備の建設・運営
を、落札者が30日以上にわたり
継続して放棄し、当社からの催
告後30日を経過してもなお、そ
の状態が是正されない場合・ 落

札者が、供給開始予定年月まで
に供給開始しない場合

・ 供給開始後、特定期間における

年間供給可能電力量の平均値が
年間契約基準電力量を下回る場
合で、その状態が是正される見
込みがない場合

[要綱案8章(19)]

供給開
始前の
契約解
除の要
件

項目 当社回答ご意見要綱案(見直し前)

○ 契約条件関係 ⑱

【参考】入札GLに規定のない事項に関するご意見(34)
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標準契約書A第41条(B第44条)は、第
34条ないし第36条(B第38ないし第40
条)の解約または解除の場合の補償の
規定を意図しておりますので、免責要
件の規定としてご指摘の第41条(B第
44条)の第2項(1)については、そぐわ
ないものでしたので、訂正(削除)いた

します。

・不可抗力事由による場合についても記
載願います。(標準契約書には記載あり)

[1件 №83 ]

営業運転開始前の解約における補償金
額については、具体的な内容は解約と
なった段階で実際に考慮されるべき損
害を踏まえて個別に協議・決定するこ
とが双方にとり合理的なものと考えて
おります。一方で、応札者の融資契約
上、受給契約にもとづく事業の安定
性・予見性を高めることを目的とし、
募集要綱案第8章備考(*46)において、
当社が原因による解除等の場合の補償
の対象となると考えられる事項を例示
しております。

なお、落札者が希望する場合は、上記
例を受給契約書を補足をすることも可
能といたします。

「通常生ずべき落札者の損失」について、
下記の点を含める旨を明確化して頂きた
い。

1.落札者が当該事業に要する資金調達を目
的として金融機関等外部から調達した借
入金等の解除等の時点における金融費用
(元利金残高等)
2.落札者が当該事業のために新たに設立さ

れた子会社・合弁会社の場合、解除等の
時点までに実際に投下された株主資本累
計額および当該株主資本累計額に対する
出資時点から解除等の時点にわたる一定
の期待利回り

3.上記以外で、解除等に直接起因し発生す
る落札者の合理的な追加費用などの損害

[計3件：№76､81､155]

《当社の原因による
解除等の場合》

当社は落札者に、

解除等によって通常
生ずべき落札者の損
失を補償いたします。
なお、この場合、落
札者は具体的な損失
額、その内訳および
発生根拠等を説明し、
双方協議の上補償金
を決定するものとい
たします。

[要綱案8章(21)]

供給開
始前の
解除

項目 当社回答(ご意見反映)ご意見要綱案(見直し前)

○ 契約条件関係 ⑲

【参考】入札GLに規定のない事項に関するご意見(35)

ご意見反映

ご意見反映
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供給開

前の解

除時の

補償金

(2) 乙の原因により解除等を行な

う場合は、乙は解除等により通常

生ずべき甲の損失(ただし、逸失

利益を除くものとする。)を甲に

補償するものとする。なお、この

場合、甲は具体的な損失額・その

内訳および発生根拠等を乙に対し

て説明し、双方で協議のうえ補償

金を決定する。

[契約書案A41条、B45条]

補償内容については双方イコール

フッティングが双務契約の原則と

考えております。営業運転開始前

の解約はまだ営業運転が始まって

いない段階での解約であり、建設

段階等で事前に予見し得ない事態

が発生するリスクもあることから、

逸失利益を含む補償をするのは双

方にとってハードルが高まるもの

と考えており、逸失利益を含まな

い損失を補償することとしており

ます。

営業運転開始前の解除等の場

合であっても、補償の対象と

なる損失に逸失利益を含めて

いただきたく存じます。

[1件 №154]

契約保証金は、供給開始に至る契

約履行の担保としてお預かりしま

す。このため、あくまで供給を開

始いただいた場合にのみ利息を付

すこととしております。

契約保証金の返却に際しては

利息が付される旨、明記して

ください。

[1件 №77]

(*45)『本章(8)契約保証金』によ

る契約保証金をお預かりしてい

る場合、次の場合は、契約保証

金を返却いたします。

－落札者の原因による解除等の場

合で、(ｲ)に該当し補償を免責

された場合

－当社の原因による解除等の場合

[要綱案8章(21)]

供給開

前の解

除時の

保証金

返却

項目 当社回答ご意見要綱案(見直し前)

○ 契約条件関係 (20)

【参考】入札GLに規定のない事項に関するご意見(36)
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買取価格についての基本的なスタ

ンスは、本要綱でお示ししたとお

りでございますが、実際の設備の

買取にあたっては双方誠意をもっ

て詳細な協議を行うものと考えて

おります。なお、当社の買取に関

する一切の規定は、当社および落

札者の双方合意が前提となります。

落札者は本契約に基づく供給期間

以降も継続運転可能なように、落

札者の責任負担で設備を保守する

こともあり、貴社の定める価格で

の発電設備の買取は必ずしも適切

ではないと考えます。従い、買取

価格については、設備状況を踏ま

え、その価値が適切に反映される

よう協議により決定する旨を明記

してください。

[計2件：№84､91]

落札者は、当社に対し発電

設備の買取を請求すること

ができるものといたします。

この場合、当社は設備に対

する必要な検査・確認を行

ったうえで、当社が同意し

た場合は、落札者の発電設

備を買い取ることができる

ものといたします。

[要綱案8章(21)]

供給開

始後の

解除時

の設備

買取額

項目 当社回答ご意見要綱案(見直し前)

○ 契約条件関係 (21)

【参考】入札GLに規定のない事項に関するご意見(37)
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上限価格については、次回以降の入札募集への
影響も考慮し公表いたしません。なお、受給開
始後の落札者帰責事由による解約時の「得べか
りし利益の賠償額」につきましては、その時点
では入札時から相応の時間が経過しているため
個別に開示いたしますが、ご意見を踏まえ、入
札時点で賠償額の上限を明示することとし要綱
案に反映いたします。

入札要綱94ﾍﾟｰｼﾞ② c.に、供

給開始後の解除等の場合の補
償について、「上限価格と判
定価格との差額の残存契約期
間に対応する金額」と記載さ
れております。応札者がこの
リスクを見積もるためには、
上限価格の開示が必要です。

[計3件：№20､21､86]

今回入札においては、契約供給期間を通じて安
定的に供給していただくことを応札条件として
おり、当社としては契約供給期間中は経済的か
つ安定的な供給力として期待しているため、万
が一に解除にいたる場合には当社として契約に
もとづく経済効果を喪失することとなります。
また、入札GLにおいては、一般電気事業者の火
力電源については、すべて入札によることが求
められており、その募集には“開始時期を踏ま
えた適正な時期(少なくとも、入札対象電源が運
転を開始する予定の年度から7年程度前。)”を

考慮して実施することが必要となります。当社
が、解除にいたった供給力を入札により改めて
調達するためには、上記期間が必要となるため、
当社の代替供給力確保に要する期間を踏まえた
ご判断をいただきたいと考えております。

・やむを得ない理由により(不
可抗力以外の事象)、契約を
解除せざるを得なくなった場
合に、応札価格が安価であれ
ばあるほど補償額が大きくな
るのは、不公平感を感じる。

・契約の解除が合意であろう
となかろうと同様の補償が必
要になる点は、どのように理
解をすればよいのか。

・合意であっても、7年前に契

約解除の判断がなぜできるの
か。

[1件 №75]

≪落札者の事由による
解除等の場合≫

買取を行わない場合、
落札者から当社に対し、
次の早期の解除等にと
もなう精算、および補
償をしていただきます。

a.供給開始後、解除等

の時点までの期間の
受給価格と契約供給
期間で均等化した受
給価格のうち当該期
間に対応する金額と
の差額〔差額精算〕

b.系統アクセス設備の

残存簿価および撤去
費用〔実費精算〕

c.上限価格と判定価格

との差額の残存契約
期間に対応する金額
〔得べかりし利益の
賠償額〕

[要綱案8章(21)]

供給
開始
後の
解除

時の
補償
金

項目 当社回答ご意見要綱案(見直し前)

○ 契約条件関係（22）

【参考】入札GLに規定のない事項に関するご意見(38)

ご意見反映
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ご意見を踏まえて、相手方に対す
る通知を行うこととして、標準契
約書案を修正いたします。

表明保証事項が真実に反する
もしくは不正確であることが
発覚した場合、速やかに相手
方に通知する旨の規定をご追
記ください。

[1件 №158]

甲ならびに乙は、相手方に対し、
この契約の締結日において、以下
の事項が真実かつ正確であること
を表明し、保証する。

[契約書案A47条、B51条]

表明
保証

不可抗力事由発生後12ヶ月以上に

わたり契約の全部または一部の履
行不能が継続した場合、双方誠意
をもって協議を行った結果として、
その状況の解消が見込めないと判
断した場合について解約しうるた
め、契約履行不能な状態が、12ヶ
月以上継続したのみで自動的な解
約を意図した規定ではありません。

12ヶ月を超えて発電支障とな

るケースも十分に考えられる
中、12ヶ月以上の履行不能を

条件に契約解除できるという
条項は厳しすぎる。リスク織
込みによる入札価格上昇の回
避のためにも、12ヶ月の上限
を撤廃すべき。

[計3件：№88～90]

当社または落札者の契約の全部ま
たは一部の履行が、不可抗力事由
によって不能となった場合、双方
誠意を持って協議のうえで復旧の
見通しが得られない場合、または
不可抗力事由発生後12ヵ月以上に

わたり契約の全部または一部の履
行不能が継続し、その状況の解消
が見込めないと判断した場合には、
この契約を解約することができる

[要綱案8章(23)]

不可
抗力

項目 当社回答ご意見要綱案(見直し前)

○ 契約条件関（23）

【参考】入札GLに規定のない事項に関するご意見(39)

ご意見反映
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目的外使用禁止の対象としている情報の
取り扱いについて、以下の内容を追加し
て取扱の明確化を図ることとし、募集要
綱案に反映いたします。

・入札案件の評価の目的として中立的
機関（ただし非公開の場合に限る)
への開示が含まれること

・第三者、および当社フュエル＆パワ
ー・カンパニーに開示しないこと

係る目的外使用の対象となってい
る情報については、守秘義務の対
象にもなることを明記下さい。ま
た、貴社燃料火力カンパニーが第
三者と共同して応札する可能性に
鑑み、同カンパニーに対する上記
情報の開示を禁止する旨を明記下
さい。

[1件 №137]

当社は、応札者からご提
出いただいた入札書類の
情報、当社NSCまたは関
連一般電気事業者の送配
電部門から開示を受けた
情報は、入札案件の評価
以外の目的で使用いたし
ません。

[要綱案10章(2)]

ご指摘を踏まえ、要綱案および標準契約
書案において、公知情報、相手方から受
領する以前から保有していた情報、第三
者から秘密保持義務を負うことなく正当
に取得した情報等については、秘密情報
に含まれないことを明確化します。

「秘密情報」の定義を設けてくだ
さい。特に、公知情報、相手方か
ら受領する以前から保有していた
情報、第三者から秘密保持義務を
負うことなく取得した情報等につ
いては、秘密情報に含まれないこ
とを明確化していただきたい。

[1件 №159]

甲および乙はこの契約の
内容ならびにこの契約の
締結および履行に際して
知り得た相手方の秘密情
報について、事前に相手
方の書面による承諾を得
ない限り、第三者に対し
て開示しないものとする。

[契約書案A55条、B59条]

守秘
義務

項目 当社回答(一部ご意見反映)ご意見要綱案(見直し前)

○ その他 ①

【参考】入札GLに規定のない事項に関するご意見(40)

ご意見反映

ご意見反映
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2013年度の不足分の再
募集をかねているため、
2013年度落札者が再応

札できることになって
いる。このこと自体お
かしいが、逆に今回以
降それが認められない
のは何故か。

[計2件：№139､140]

今回入札に限り、前回入札に
おける落札者(3件67.8万kW）

について、それぞれ前回入札
における発電設備により、前
回落札規模以上の契約最大電
力で再応札できるものといた
します。

[要綱案10章(3)]

前回入札時の要綱においては、入札規模の
未達を想定しておらず、その扱いが明確化
されていなかったこと、また前回落札者を
契約未締結のまま拘束し次回入札への参加
を禁じることが困難であると考えられる一
方、当社としては前回入札結果を最大限留
保しながら、さらなる電源調達を目指す必
要があったことから、今回の入札に限り、
前回落札者も再応札を可能としたものです。

なお、今回の入札募集において、落札規模
が募集規模に満たなかった場合には、不足
分への対応とした再募集は行わず、改めて
別の独立した入札として実施をすることを
明確化いたしました。

以上の取扱については、今回の募集要綱案
に関する中立的機関においてご審議いただ
きたいと考えております。

今回だけは再募集しな
いということか。

[1件 №138]

今回の「平成26年度電力卸供
給入札募集」については、落
札規模が募集規模に満たなか
った場合でも、不足分への対
応とした再募集は行いません。

[要綱案10章(3)]

前回落
札社の
再応札

項目 当社回答ご意見要綱案(見直し前)

○ その他 ②

【参考】入札GLに規定のない事項に関するご意見(41)



73

3．RFCでいただいたご意見等を踏まえた

要綱案の見直しについて



743．要綱案（見直し後）について①

RFCを通じていただいた多数のご意見等については、できるだけ反映することとし、以下の通
り要綱案・標準契約書案に反映・修正を致しました（「参考資料5 平成26年度電力卸供給入札
募集要綱案（東京電力）」）。

(*1)
・略
・略

・1発電場所内における複数の発電設備による

応札の場合、発電設備毎の営業運転開始時
期を考慮し、発電設備毎に供給開始日を設
定することも可能といたします。この場合、
別紙10に従って入札書類のご提出をお願い

いたします。

・複数発電所のアグリゲーションによる応札
の場合、当該全ての発電設備が営業運転開
始となる時点をもって供給開始とし、契約
供給期間、入札価格等を設定してください。
なお、当該全ての発電設備が営業運転開始
となるまでの間については、この入札によ
る受給契約とは別に協議・契約させていた
だきます。

以下略

(*1)

・略

・略

・複数の発電設備による応札の場合、当該
全ての発電設備が営業運転開始となる時
点をもって供給開始とし、契約供給期間、
入札価格等を設定してください。なお、
当該全ての発電設備が営業運転開始とな
るまでの間については、この入札による
受給契約とは別に協議・契約させていた
だきます。

以下略

[ご意見 計2件：№5,6]

第2章
募集する電源

備考

第1章
入札実施のス
ケジュール

項目

入札募集受付期間

平成26年●月●●日～平成27年3月目途

入札募集受付期間

平成26年6月下旬以降～平成26年12月目途

[ご意見 計4件：№1~4]

要綱案(見直し後)要綱案(見直し前)



753．要綱案（見直し後）について②

(ⅰ)運転維持費に適用する合成比率

・一人あたり雇用者報酬指数(CEI)、企業物価
指数(CGPI)、消費者物価指数(CPI)、為替レー
ト、変動なしの5つの指標から、適用する費用
の割合により合成比率を算定してください。

・将来の一人あたり雇用者報酬指数(CEI)、企
業物価指数(CGPI)、消費者物価指数(CPI)につ

いて、過去の実績によって見通すことができ
ないため、入札価格の算定にあたって、運転
維持費に適用するエスカレーション率は、一
律0%といたします。

①運転維持費補正係数

運転維持補正係数

＝α×a/100+β×b/100
+γ×c/100+δ×d/100+1×e/100

※δ：為替レートの変動率

(ⅰ)運転維持費に適用する合成比率

・一人あたり雇用者報酬指数(CEI)、企業物価
指数(CGPI)、消費者物価指数(CPI)、変動な
しの4つの指標から、適用する費用の割合に
より合成比率を算定してください。

・将来の一人あたり雇用者報酬指数(CEI)、企
業物価指数(CGPI)、消費者物価指数(CPI)に
ついて、過去の実績によって見通すことがで
きないため、入札価格の算定にあたって、運
転維持費に適用するエスカレーション率は、
一律0%といたします。

①運転維持費補正係数

運転維持補正係数

＝α×a/100+β×b/100
+γ×c/100+1×d/100

[ご意見 計4件：№51,52,107,129]

第5章(1)⑤
エスカレーシ
ョン

標準契約書

A(B)別紙4
1①運転維持

費補正係数

契約供給期間は15年間を基本とし、5~15年の
範囲

契約供給期間は15年間を基本とし、10~15年
の範囲

[ご意見 計1件：№13]
第2章(4)
契約供給期間

項目 要綱案(見直し後)要綱案(見直し前)



763．要綱案（見直し後）について③

(*3)
・略

・落札後、受給契約の締結までの間に新会社を設立
する予定の場合、代表者1名の名義で入札してくだ
さい。この場合、添付資料1については、新会社に
参画する予定のメンバーおよび構成比率を記載して
ください。なお、添付資料1どおりに新会社を設立

し地位移転を行う際は、応札者および新会社の連名
（代表者名義・押印）により、本入札上の一切の地
位の移転および権利義務の承継に関する申入書を提
出していただきます。また、落札後に添付資料1の
構成メンバーを変更すること、あるいは落札後に新
たに新会社を設立することとし本入札上の一切の地
位を移転し権利義務を承継させることも可能といた
します（新たなメンバーが反社会的勢力に該当する
場合、または電力供給を行ううえで技術的信頼性が
確保されていない者である場合を除く）。この場合、
添付書類1を新たに作成し提出してください。

・略。なお、落札後に添付資料1の構成メンバーを変

更する場合、あるいは落札後に新たに新会社を設立
することとした場合は、新たなメンバーについての
様式2および会社概要などのパンフレット等を提出

してください。

・略

・略

(*3)
・略

・落札後、新会社を設立する場合は、
代表者1名の名義で入札していただ

くことも可能です。この場合、添付
資料1により、新会社に参加する予

定のメンバーおよび構成比率を記載
してください。

・添付書類2に関し、計画の主体が合

弁会社や、落札後に新会社を設立す
る場合は、実際に事業を行う主体お
よび構成メンバーについて、それぞ
れ様式2を提出してください。

・略

・略

[ご意見 計3件：№24,53,92]

第6章(2)
入札書への添
付書類

備考

項目 要綱案(見直し後)要綱案(見直し前)



773．要綱案（見直し後）について④

(*19)
・電源線等工事費（特定負担分）の入札価格計算書
への再掲にあたって、金利相当額を含めた精算をご
希望の場合、あらかじめ電源線等工事費（特定負担
分）に対応する金利相当額を含めてください。

規定なし

[ご意見 計2件：№130,166 ]

第8章(9)①b.
系統アクセス
工事費負担金
変動額の精算
（備考）

・落札した発電設備が新設またはリプレースの場合、

その建設等に係る資金を金融機関等からの借入によ

り調達をする場合

（以下略）

・落札した発電設備が新設またはリプレ
ースの場合、その建設等に係る資金を金
融機関等からの借入（落札者が子会社、
合弁会社の場合の株主からの融資は含ま
ない。）により調達をする場合、

（以下略）

[ご意見 計1件：№115]

第8章(9)①c
基準金利の変
動に対する補
正

(*6)
・略

・略

・状況変化により、当社が電源線等工事費（特定負
担分）の再算定を行い、入札価格の補正を行った場
合、落札者決定後、その内容をご説明いたします。

・略

(*6)
・略

・略

・略

[ご意見 計1件：№54 ]

第7章(1)
応札にあたり
満たすべき条
件への適合の
確認

備考

項目 要綱案(見直し後)要綱案(見直し前)



783．要綱案（見直し後）について⑤

※基準金利は、該当日の午前10時現在の東京スワ
ップレファレンスレート(TSR)としてTelerate17143
ページに掲示されている6ヶ月LIBORベースの10年
物、15年物、20年物（円/円）の金利スワップレー
トから1つを選択し様式19に記載してください。

※基準金利は、該当日の午前10時現在の
東京スワップレファレンスレート(TSR)と
してTelerate17143ページに掲示されてい
る6ヶ月LIBORベース20年もの（円/円）
金利スワップレートといたします。

[ご意見 計2件：№133,165]

第8章(9)①c
基準金利の変
動に対する補
正

ただし、｜(環境影響評価書が確定した月の物価指
数／基準月の物価指数)－1｜＜5%の場合は補正
を行わないものとします。

ただし、｜(環境影響評価書が確定した
月の物価指数／基準月の物価指数)－1
｜＜10%の場合は補正を行わないもの

とします。

[ご意見 計3件：№109,117,124]

第8章(9)①d
建設費の補正

(*22)
・建設期間中に発生する金利相当額を変動補正の
対象とすることをご希望の場合、基準金利相当
額の入札価格計算書への再掲にあたり、あらか

じめ当該所要額を含めてください。

(*20)
・略

[ご意見 計2件：№131,144]

第8章(9)①c
基準金利の変
動に対する補
正

備考

(*24)
・土建工事費の算定および入札価格計算書への再
掲にあたって、金利相当額を含めた補正をご希
望の場合、あらかじめ土建工事費に対する金利
相当額を含めてください。

(*21)
・略

[ご意見 計2件：№134,167]

第8章(9)①d
建設費の補正

備考

項目 要綱案(見直し後)要綱案(見直し前)



793．要綱案（見直し後）について⑥

(*34)点検等の期間の短縮等により年間供給可能電力

量を上回る供給が可能となった場合で、当社が変更
通告により受電をした場合、その上回る電力量をも
って当該年度の停止電力量を減殺することも可能と
します。（年度を跨いだ減殺はいたしません。）

ただし、当社に受給電力量を増加させるメリット
がない場合など、当社は変更通告を行わない可能性
があります。

規定なし

[ご意見 計1件：№65]

第8章(13)
停電、停止
電力に関す
る特例

備考

(*29)
・略

・使用燃料に応じた調整を行うため、一般炭、原油及
び祖油、米国天然ガス以外の指標の変動に応じた調
整を希望される場合は、落札者の申し出に応じて、
原則として落札後、受給契約締結までに別途協議さ
せていただきますが、ご希望の指標の実績が十分で
ないなど、指標性を有していないと判断される場合
には、入札書類『（様式９）合成比率と適用エスカ

レーション率の算定書』により調整いたします。

・事業者が希望する場合、入札に先立ち上記の協議
を行うことも可能といたします。なお、この場合も
入札価格のエスカレーション評価に適用する合成比
率は、入札書類『（様式９）合成比率と適用エスカ

レーション率の算定書』といたします。

・略

(*26)
・略

・使用燃料に応じた調整を行うため、一
般炭、原油及び祖油、米国天然ガス以
外の指標の変動に応じた調整を希望さ
れる場合は、落札者の申し出に応じて、
落札後、受給契約締結までに別途協議
させていただきます。
ただし、ご希望の指標の実績が十分で
ないなど、指標性を有していないと判
断される場合には、入札書類『(様式
9)合成比率とエスカレーション率の算

定書』により調整いたします。

・略

[ご意見 計3件：№112,120,121]

第8章(9)②
電力量料金

備考

項目 要綱案(見直し後)要綱案(見直し前)



803．要綱案（見直し後）について⑦

②供給開始後の解除等の場合

《落札者の原因による解除等の場合》

・上記の買取を行わない場合、落札者から当社に対
し、次の早期の解除等に伴う精算、および補償を
していただきます。

a.供給開始後、解除等の時点までの期間の受給価格
と契約供給期間で均等化した受給価格のうち当該
期間に対応する金額との差額〔差額精算〕

b.系統アクセス設備の残存簿価および撤去費用〔実
費精算〕

c. 上限価格と判定価格（いずれも契約供給期間で均
等化した価格）との差額の残存契約期間に対応す
る金額〔得べかりし利益の賠償額〕

ただし、「固定費価格（『(様式８)入札価格計算

書』の（ＡＡ欄）の値）に年間契約基準電力量を
乗じた値を12ヶ月で除した月額に受給期間の残存
月数を乗じて得た金額（受給期間の残存月数は84
ヶ月を上限）」を賠償の上限といたします。

②供給開始後の解除等の場合

《落札者の原因による解除等の場合》

・上記の買取を行わない場合、落札者か
ら当社に対し、次の早期の解除等に伴う
精算、および補償をしていただきます。

a.供給開始後、解除等の時点までの期間

の受給価格と契約供給期間で均等化し
た受給価格のうち当該期間に対応する
金額との差額〔差額精算〕

b.系統アクセス設備の残存簿価および撤
去費用〔実費精算〕

c.上限価格と判定価格（いずれも契約供
給期間で均等化した価格）との差額の
残存契約期間に対応する金額〔得べか
りし利益の賠償額〕

[ご意見 計3件：№20,21,86]

第8章(21)
解約または解
除に対する補
償等

項目 要綱案(見直し後)要綱案(見直し前)



813．要綱案（見直し後）について⑧

(*62）落札者がプロジェクトファイナンスによる

資金調達を行う場合で、金融機関等から担保
権の設定として左記以外に当社の倒産不申立
特約、責任財産限定特約の設定を求められる
ことも考えられますが、事業継続に向けた位
置づけであること等についてあわせて確認・
協議のうえ必要な対応をいたします。

規定なし

[ご意見 計1件：№142]第8章(26)
契約の承継

備考

(*46)解除等により生じる落札者の得べかりし利益

の喪失は含まず、例えば以下を対象に詳細は協
議により決定するものとし、落札者が希望する
場合、協議により標準契約書にもとづく受給契
約書を補足し予め定めることも可能といたしま
す。

（以下略）

(*51)落札者の損害には得べかりし利益の喪失を含
み、例えば以下を対象に詳細は協議により決定
するものとし、落札者が希望する場合、協議に
より標準契約書にもとづく受給契約書を補足し
予め定めることも可能といたします。

（以下略）

(*46)解除等により生じる落札者の得べか

り し利益の喪失は含まず、例え
ば以下を対象に詳細は協議により決
定するものといたします。

（以下略）

(*51)落札者の損害には得べかりし利益の
喪失を含み、例えば以下を対象に詳
細は協議により決定するものといた
します。

（以下略）

[ご意見 計3件：№76,81,155]

第8章(21)
解約または解
除に対する補
償等

備考

項目 要綱案(見直し後)要綱案(見直し前)



823．要綱案（見直し後）について⑨

当社は、応札者からご提出いただいた入札書類の
情報、『第7章(1)応札にあたり満たすべき条件へ
の適合の確認』ならびに『同章(2)価格評価による
順位決定』による状況変化に対する評価のために
当社NSCまたは関連一般電気事業者の送配電部門

から開示を受けた情報については、入札案件の評
価以外の目的で使用しないものとし、第三者（非
公開で行われる火力電源入札ワーキンググループ
を除く。）および当社フュエル&パワー・カンパ

ニーに開示いたしません。

（以下略）

当社は、応札者からご提出いただいた入札
書類の情報、『第7章(1)応札にあたり満た

すべき条件への適合の確認』ならびに『同
章(2)価格評価による順位決定』による状況
変化に対する評価のために当社NSCまたは

関連一般電気事業者の送配電部門から開示
を受けた情報は、入札案件の評価以外の目
的で使用いたしません。

（以下略）

[ご意見計1件：№137]

第10章(2)
守秘義務

項目 要綱案(見直し後)要綱案(見直し前)



833．要綱案（見直し後）について⑩

A第30条（B第34条も同様に修正する）

略

2 前項による料金等の算定において、各月の基本料
金が、第23条ないし第26条、第28条または第29条
により算定した割戻額等の合計より少ない場合、
その差額については当該月の電力量料金から差し
引くものとする。なお、電力量料金からの差し引
きが不足となる場合には、その差額については、
第1項にならい乙は甲に請求し、甲は同月20日
（20日が金融機関休業日の場合はその翌営業日）

までにその金額を乙に支払うものとする。

規定なし

[ご意見 計1件：№62]

標準契約書A
第30条（B第
34条）

項目 要綱案(見直し後)要綱案(見直し前)



843．要綱案（見直し後）について⑪

２ 契約の解除等が次に掲げる事由による場合
は、前項(1)および(2)に定める補償は免責

されるものとする。

(1)甲の責めとならない地域事情等の～
（以下略）

(2)略

※(1)を削除し号数繰上

２ 契約の解除等が次に掲げる事由による場
合は、前項(1)および(2)に定める補償は免

責されるものとする。

(1)不可抗力事由による場合

(2)甲の責めとならない地域事情等の～

（以下略）

(3)略
[ご意見 計1件：№83]

標準契約書A
第41条（B第
45条）

営業運転開始
前の補償金

第34条 甲乙のいずれか一方が、やむを得ない
事由によりこの契約を解約する必要が生じ
た場合は、あらかじめ文書をもって相手方
にその旨の申し出を行ない、合意を得た場
合に限り、第41条または第42条に定める補

償等を行なうことにより、この契約を解約
することができるものとする。 以下略

第34条 甲乙のいずれか一方が、やむを得な
い事由によりこの契約を解約する必要が
生じた場合は、あらかじめ文書をもって
相手方にその旨の申し出を行ない、合意
を得た場合に限り、第41条または第42条
に定める補償を行なうことにより、この
契約を解約することができるものとする。

以下略

[ご意見 計1件：№148]

標準契約書A
第34条(B第38
条）

合意による解
約

項目 要綱案(見直し後)要綱案(見直し前)



853．要綱案（見直し後）について⑫

A第55条（B第59条）

甲および乙はこの契約の内容ならびにこの契

約の締結および履行に際して知り得た相手方

の情報（ただし、情報の提供時に既に所有し

ていることが立証できるもの、情報の提供時

に公知であることが立証できるもの、情報の

提供後、自己の責によらず公知となったこと

が立証できるもの、情報の提供後、第三者か

ら適法に入手したことが立証できるもの、お

よび法令により開示することが義務づけられ

たものを除く）について、事前に相手方の書

面による承諾を得ない限り、第三者に対して

開示しないものとする。

A第55条（B第59条）

甲および乙はこの契約の内容ならびにこの契

約の締結および履行に際して知り得た相手方

の秘密情報について、事前に相手方の書面に

よる承諾を得ない限り、第三者に対して開示

しないものとする。

[ご意見 計1件：№159]
標準契約書A
第55条（B第
59条）

秘密保持義務

A第47条第2項（B第51条第2項）

2 甲または乙による前項の表明保証事項が真

実に反しもしくは不正確であることが判明した場

合、速やかにこれを相手方に通知するものとす

る。また、これにより相手方が損害等を被った場

合には甲または乙はこれを賠償するものとする

A第47条第2項（B第51条第2項）

2 甲または乙による前項の表明保証事項が真

実に反しもしくは不正確であることにより、相手

方が損害等を被った場合には甲または乙はこ

れを賠償するものとする 。

[ご意見 計1件：№158]

標準契約書A
第47条（B第
51条）

表明補償、損
害賠償

項目 要綱案(見直し後)要綱案(見直し前)
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参 考 資 料



87【参考資料1】判定価格

判定価格は、「入札価格（電源線等工事費を含む電源費用）」と、応札者があらかじめ知

ることができる「CO2対策コスト」、および対象地域に立地する場合の「需要地近接性評

価」を加算・減算した価格をいう。

判定価格が上限価格を下回ることが必要。

＊1 当社がＣＯ２排出係数の調整を行う場合。

＊2 需要地近接性評価：埼玉県、東京都、神奈川県、山梨県、静岡県（富士川以東）に発電設備が
立地する場合、0.32円／kWhを控除。

＊3 事業税率は、1.282％とする。

＝ 発電単価 ＋ ＋

入札価格 ± － 需要地近接性評価＊２

上限価格

比 較

ＣＯ２対策コスト＊１

ＣＯ２対策コスト電源線等工事費
(特定負担分)

判定価格 ＝
（ １ － 事業税率＊３ ）

平成24年度入札要綱と同じ
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米国天然ガス($/MMBTU)

(Natural gas/ United States)

原油($/b)

(IEA crude oil imports)

石炭($/t)
(OECD steam coal imports)

WEO2013想定価格

2.7

109

99

2012年

5.2

120

112

2020年

6.9

145

120

2035年

『WEO2013年版(World Energy Outlook2013)』の将来想定価格

0.5%/年

1.3%/年

1.9%/年

米国天然ガス($/MMBTU)

(NYMEX H/H)

原油($/b)

(同上「原油及び粗油」)

石炭($/t) 
(日本貿易統計価格「一般炭」)

実績燃料価格

2.789

114.80

134.18

2012年実績

3.652

110.54

111.45

2013年実績

5.371

126.39

151.80

2020年想定価格

実績燃料価格

1.9%/年

4.5%/年

5.7%/年

1.6%/年

1.2%/年

8.5%/年

1.2%/年

8.5%/年

1.6%/年

今回入札では、将来の価格上昇が見込まれる米国天然ガスを燃料指標に採用。このため、
WEO2013に基づくエスカレーション評価も採用（他の燃料についても同様）することとした。

具体的な変動率は、下記のとおり、WEO2013と貿易統計により算定。

【参考資料2】エスカレーション（燃料本体費）



89【参考資料3-1】年間通告電力量

Y1 Y2 Y3 Y4

100%

90%

80%

70%

50%

60%

停止計画

停止計画

停止計画

停止計画

年間通告電力量
設定範囲

年間通告電力量
設定範囲

年間通告電力量
設定範囲

年間通告電力量
設定範囲

：年間供給可能電力量

：年間通告基準電力量

：年間通告電力量

年間契約基準利用率

平成24年度入札要綱と同じ（用語の見直し）

当社は毎年度の受給に先立ち、落札者から停止計画の提出を受け、翌年度の稼働日と契約運転

パターンから機械的に翌年度の年間供給可能電力量を算出。

また、年間供給可能電力量を上限として特定期間平均で受給電力量が契約基準電力量となるよ

うに年間通告基準電力量を算定。

年間通告基準電力量を基本に、年間許容通告調整電力量（▲20%）の要否を反映し、年間通告

電力量を設定。
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Y1 Y2 Y3 Y4

100%

90%

80%

70%

60%

停止計画

停止計画

停止計画
停止計画

：年間供給可能電力量

：年間通告電力量

：変更通告可能範囲

（±10％）

年間契約

基準利用率

頭打ち

頭打ち

発電余力

【参考資料3-2】変更通告 平成24年度入札要綱と同じ

年間通告電力量による受給を基本とし、入札GLによる応札最低条件である利用率変更許容性
（±10%）にもとづき、当社の必要に応じて週間計画の前日を期日として変更通告を行う。



91【参考資料3-3】通告運用（フロー）

入札募集要綱案および標準契約書案において規定している通告運用に関するフローの概要は
以下のとおり。

料金支払

（余力活用割戻料金）　　

料金
収入

料金
収入

料金
支払

当社 落札者 当社 落札者
当社以外
の供給先

当
該
年
度

（
計
画
の
策
定

）

1
0
月
末
ま
で

（
当
社
エ
リ
ア
内
の
場
合

）

当
該
年
度
の
翌
年
度

（
実
際
の
受
給

）

変
更
通
告

期
限
ま
で

停止計画の受領 停止計画の策定

年間供給可能
電力量の受領

年間供給可能
電力量の算定

受
給
時
ま
で

1
2
月
末
ま
で

通告（変更通告）
の実施

通告（変更通告）
の受領

発電
余力
あり

停止計画の承認

年間供給可能
電力量の確定

発電余力を併売
する場合

受
給
時

電力受給
通告に
もとづく
運転

約定に
もとづく
運転

電力
受給

通告計画の策定 通告計画の受領

料
金

支
払
時

年間通告電力量
の設定

年間通告電力量
の受領

平成24年度入札要綱と同じ



92【参考資料4】資本費の補正

工事費負担金として落札者に特定負担いただく系統アクセス工事費については、実際の工事
費が詳細設計や資機材の発注過程で変動した場合は、工事完了後、落札者とＮＳＣ間で精算
いたしますが、当該工事費精算額のうち、落札者事由によらない工事費の変動については、
基本料金（資本費）のうち電源線等工事費を補正いたします。

①電源線等工事費の確定精算の反映

②基準金利変動補正

落札した発電設備が新設またはリプレースの場合、入札時点と融資契約時点までの金利市況の
変動に対するリスクの軽減化を図るため、落札者が予め希望する場合は、入札時点と融資契約
時点（環境影響評価書確定時点）の基準金利の比で、基本料金（資本費）のうち基準金利相当
額を補正いたします。

③土木建築工事費物価補正

落札した発電設備が新設またはリプレースの場合、入札時点と工事契約締結時点までの国内の
土建工事関連物価が著しく変動するリスクの軽減化を図るため、落札者が予め希望する場合は、
入札時点と工事契約締結時点（環境影響評価書確定時点）の建設工事物価指数の比で、基本料
金（資本費）のうち土建工事費相当額を補正いたします。

接続検討は机上検討にもとづく工事費負担金概算額の回答であるため、工事完了にともな
う工事費の確定精算があった場合には、受給料金についても応分の補正を行う。

東京オリンピック・パラリンピックにむけて金利・物価変動の不確実性が高まっており、
入札価格への過度なリスク対応費用の織り込みを回避するため、応札の入札実施者と応札
者との間でリスクを分担することとし、応札時から工事着手時までの間の金利・土木建築
工事物価の変動に対する補正を導入する。
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（1）電力量単価（通常時）

･第1種料金単価（通告分対応電力）：入札価格の可変費単価

･第2種料金単価（契約最大電力で通告時の超過電力） ：第1種料金単価 × 0.75
･第3種料金単価（契約最大電力以外で通告時の超過電力） ：第1種料金単価 × 0.5

＊通告超過分に関する許容バンド幅：30分ごとの超過分電力量が、契約最大電力の3%相当を
2で除した値以内の場合は第1種料金単価を適用。

【参考資料5-1】通告超過・通告未達(1/2)

入札募集要綱案および標準契約書案において規定している通告超過分および通告未

達分に関する規定は以下のとおり。

平成24年度入札要綱と同じ

※契約最大電力以外での通告時は第３種料金単価

0:00 0:30 1:00

通告値（契約最大電力）

バンド幅

バンド幅

第２種料金単価※

第１種料金単価

第１種料金単価
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（2）通告未達分（発電不足時）

通告未達割戻料金＝通告未達電力量×通告未達割戻料金単価

・通告未達電力量：発電設備の事故等によらず、通告電力に対し発電電力が未達となった場合

の不足電力量

・通告未達割戻料金単価＝ × 2

＊通告未達に関する許容バンド幅：30分ごとの未達分電力量が、契約最大電力の3%相当を2で除した値

以内の場合は通告未達割戻料金単価は適用しない。

【参考資料5-2】通告超過・通告未達(2/2)

当該年度の基本料金年額

年間契約基準電力量

平成24年度入札要綱と同じ

0:00 0:30 1:00

通告値

バンド幅

バンド幅通告未達電力量
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（1）停電割戻料金

停電割戻料金 ＝ 停電電力量 × 停電割戻料金単価

・停電電力量：事故等により、発電の全部又は一部が停止した場合の発生から2時間の不足電力量

・停電割戻料金単価 ＝ × 1.5

【参考資料5-3】事故停止時について(1/2)

入札募集要綱案および標準契約書案において規定している事故停止時に関する規
定は以下のとおり。

当該年度の基本料金年額

年間契約基準電力量

平成24年度入札要綱と同じ

0:00 0:30 1:00

通告値

バンド幅

バンド幅

1:30 2:00 2:30

停電電力量

事故発生

２時間
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（2）超過停止割戻料金

超過停止割戻料金 ＝ 超過停止電力量 × 停止割戻料金単価

・超過停止電力量 ＝ 年間停止電力量累計＊ － 年間契約基準電力量 × 5%

＊年間停止電力量累計：事故等により、発電の全部又は一部が停止した場合の停電電力量を除く

不足電力量（停止電力量）の年間累計値

・停止割戻料金単価 ＝

【参考資料5-4】事故停止時について(2/2)

当該年度の基本料金年額

年間契約基準電力量

平成24年度入札要綱と同じ

0:00 0:30 1:00

通告値

バンド幅

バンド幅

1:30 2:00 3:30

停電電力量

事故発生

２時間

2:30 3:00

停止電力量


